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1 情報システムやソフトウエアなどの開発業務の一部または全部を、比較的距離の近い遠隔地の事業所に
委託すること。http://e-words.jp 2015/05/05 
































                                                  
2 伊東暁人[2012] pp.237 
























は次の四段階に分けている。①第一段階（20 世紀 70 年代～80 年代初）。この段階で計算機
工業管理局と中軟ソフトウエア会社が設立された。②第二段階（20 世紀 80 年代初～80 年
代末）。この段階において、北京・中関村の建設によって、中国ソフトウエア協会が設立さ
れた。③第三段階（20 世紀 90 年代初～21 世紀初）。2000 年に政府が「ソフトウエア産業及




                                                  
3 許海珠[2005] p150 を参照。 































                                                  
4 許海珠「第 9章中国のソフトウエア産業の現状と人的資源管理」『チャイナ・シフトの人的資源管理』 白
桃書房 2005 年 p158 


































































































                                                  
5 『中国軟件和信息技術服務業年鑑（2014）』p44 































                                                  
6 劉森・李孟剛[2013] p202～203 
7 『中国軟件和信息技術服務業年鑑（2014）』p3 


















た。第 3 段階は第 2 段階の成功体験を通じて学んだとも言える。第 4 段階では、オフショ
ア相手国・地域のポートフォリアが重要となる。調達先の一極集中はソフトウエア開発に





































                                                  
8 伊東暁人[2012]、p238 
進化 性質 委託側 受託側
第1段階：1980年代後半～ 実験、挑戦 コストが低いから試す 新たな事業チャンス、ベンチャー






















少なく、日本の IS 企業が入り、仲介することが多い。対アジア(2)は日本の IS 企業とアジ
アの IS 企業の間で行う発注と請負関係である。1980 年代は韓国、台湾、中国への海外生産
移転が中心であった。1990 年代にインド、シンガポールなどの国々が加わった。 























                                                  
9 CMMI の英語表記は Capability Maturity Model Integration で案ある。組織や企業のソフトウエア・プ
ロセスの成熟度を示すことができ、組織におけるソフトウエアア開発などの能力を向上させ、能力を客観
的に判断するための指標として利用されている。 

































































                                                  
10 中国で、政府機関、企業、各種の団体、教育機関に対する組織の呼び方である。 






























た。2009 年から 2014 年まで計 10 社のソフトウエア企業を対象にインタビュー調査を行っ
た。調査の方法は主に、基本的に総経理と人事担当者或いは部長クラスを対象にしたイン
タビューを行い、初回調査の聞き取りを整理した後に、不明な点がある場合に、再度イン
















送で質問紙を送った。調査は 2015 年 1 月 25 日から 4 月 1 日までの期間で実施した。郵送
配布とメール送付の形でソフトウエア企業に依頼し、協力を得た。その結果、東北地域全
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第 1 章 中国ソフトウエア産業の現状と労働市場の現状 
中国のソフトウエア産業は世界の先進国と比較すれば、産業として発展が始まったのは








中国のソフトウエア産業は著しく成長をしている。2013 年の売上高は 30,587 万億元であ
る。2012 年より 23.35%増加した。GDP の増加と伴い、中国のソフトウエア産業の売上高も
大幅に伸びてきている。図 2-1-1 は中国のソフトウエア産業の売上高及び成長率の推移を
示している。この図から見ると 1,600 億元である 2003 年と比べて 2013 年の中国ソフトウ
エア産業の規模は約 20 倍に拡大して 30,500 億元に達し、毎年伸び続けている。つまり、
2003 年から 2013 年にかけて 10 年間の中で、中国のソフトウエア産業の規模は 20 倍まで拡
大したことが分かる。成長率について見ると二つの段階を指摘できる。第一段階は 2003 年
から 2005 年までである。図 2-1-1 を示したように、2005 年の成長率は一番高くて 57.40％
である。この三年間は中国のソフトウエア産業が非常に早いスピードで成長してきたこと
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図 2-1-1 中国のソフトウエア産業の売上高及び成長率の推移11 
 





中国のソフトウエア産業の総売上高の構成を図 2-1-2 は示している。2003 年から 2013 年
まで 10 年間のデータを見ると国内市場の売上高は輸出より遥かに多い。2013 年の国内市場







上高は前年度の 2,285 億元より 755 億元を増加した。成長率は 33.04％である。輸出規模は
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図 2-1-2 中国ソフトウエア産業の総売上高の構成 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）




年、海外からの受託業務の中、ITO は一番多く 311.7 億ドル、約 50％を占めている。KPO は
214.5 億ドル、約 34.41％を占めている。BPO は 97.2 億ドルで、約 15.6％を占めている12。
中国の受託業務の輸出先としては主に日本が約 11.4％、EU が約 15.7％、アメリカは 25.9％、
香港は 11.9%である。残りのその他は 35.1%である13。この中から見ると、中国の日本向け







                                                  
12 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p16 
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中国のソフトウエア産業への人材の供給は主に大学と研究機関である。専攻としては主
にソフトウエア専攻とソフトウエア関連専攻である。2013 年までに中国国内の 2,491 校の
四年制大学と 1,321 校の三年制大学のうちに 80％以上の大学はソフトウエア専攻及びソフ
トウエア関連専攻と言った学科を設けている14。 
図 2-1-3 はソフトウエア産業の人材供給状況を示しているものである。主に 2004 年～
2013 年までに中国のソフトウエア専攻とソフトウエア関連専攻の卒業生の供給状況である。
図 2-1-3 から見ると、中国ソフトウエア産業の人材供給は主に三段階に分けている。 
 
図 2-1-3 中国ソフトウエア産業の人材供給状況（人） 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2005 年版）p53、54（2006 年版）ｐ53、54（2007 年版）ｐ70（2008 年版）ｐ38（2009 年版）p60（2010
年版）p34（2011 年版）p40（2012 年版）p33（2013 年版）p45（2014 年版）p64 のデータにより筆者作成。 
 
第一段階は 2004 年から 2007 年までである。2004 年からソフトウエア人材の供給は年々
増加しつつであり、特に 2006 年からソフトウエア専攻及び関連専攻の卒業生数は急に増加
し 749,215 人に達し、2005 年より 318,551 人を増加した。これは 2003 年に実施した教育部
の『ソフトウエアの人材育成及びチーム建設を加速することに関する若干意見』15と言う政
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策が功を奏したと考えられる。2005 年に卒業生のうち三年制大学卒業生の人数は 134,264
人16であるに対して 2006 年に三年制大学卒業生数は 438,598 人17である。つまり 2003 年に
入学して 2006 年に卒業した三年制大学の人数は 30 万人以上増えたということである。2007
年に卒業生のうちに四年制大学の卒業生の数は 389,068 人18であるに対し、2006 年に四年制
大学の卒業生の人数は 281,309 人19である。つまり 2003 年に入学して 2007 年に卒業した四
年制大学の人数は 10 万以上増加したことである。 
第二段階は 2008 年から 2010 年までである。この段階はソフトウエア産業の人材供給は
緩やかに増加している。2010 年はソフトウエアの人材の供給規模は 90 万人規模を超えた。 
第三段階は 2011 年から 2013 年までである。2011 年にソフトウエア産業の人材供給の規
模は 120 万人を超えて、2012 年にさらに 2万人弱を増加した。この 10 年間の中で一番大き












卒業生は 1,147,797 人である。図 2-1-4 は 2013 年ソフトウエア専攻及びソフトウエア関連
専攻の学歴構成を示しているように、一番大きな割合を占めているのは大学の卒業生であ
る。637,987 人で 55.5％を占め、三年制大学の卒業生は 492,231 人であり、42.9%を占めて
                                                  
16 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2006
年版）p54 
17 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2007
年版）p70 
18 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2008
年版）p38 
19 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2007
年版）p70 
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以降である。産業としてのスタートは遅かったが大きな成果を収めた。2013 年度中国のソ
フトウエア産業の売上高は 30,587 億元である。90 年代に入ってから中国政府が外国のソフ
トウエアパークの成功経験を参考してソフトウエアパークの建設に乗り出し、現在では中
国国内にソフトウエアパーク数は 200 箇所以上である。この中に 1995 年から、国家の「火
炬計画」に実施され、各地で 35 箇所のソフトウエアパークがあり、2001 年には国に認定さ
























である。47 号文件とも呼ばれている。この政策により中国ソフトウエア産業は 2005 年まで
の発展目標を具体化した。具体的には 2005 年までに、ソフトウエア産業の売上高は 2,500
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は 37 箇所のモデルソフトウエア学院と 35 箇所のモデルソフトウエア職業技術学院を建設









第五は 2006 年、中国政府は『国家中長期科学と技術発展規画綱要（2006－2020 年）』を
公布した。この中で 2020 年まで中国政府は専用科学技術資金を設け、そのうち、集成回路
産業の発展及び研究開発は重点援助の対象としている。 
第六は 2008 年に「ソフトウエア産業及び情報産業の十一五専項計画（2006 年～2010 年）」
（中国語は軟件与信息服務業十一五専項規画である。）を打ち出した。この政策は 2013 年
までの中国ソフトウエア産業の発展目標を明確にした。つまり①国内市場の売上高は 30％
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程度の持続的増加を実現する。②2010 年にソフトウエア産業の売上高は 10,000 億元を突破
することである。そのうち国内市場は 65％以上を占める。ソフトウエアの輸出について輸
出率は毎年 28％程度の持続的増加を維持しながら、2010 年までに 100 億米ドルの輸出額に
達する。③大規模のソフトウエア企業の育成である。年間売上高は 100 億元以上の企業は
10～15 社を育成する。そして、ソフトウエア製品のブランド力を高める。④ソフトウエア・




 第七は 2011 年に『ソフトウエア産業及び集成回路産業の発展を更なる奨励に関する若干
政策』である。中国語は『進一歩鼓励軟件産業和集成電路産業発展的若干政策』である。4
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の大きさは一目瞭然である。このように比
、全国に占める割合
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図 2-3-2 東北地域ソフトウエア産業の売上高の推移及び成長率 
 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2010 年版）p9、（2011 年）P8（2012 年版）p8、P 346、（2013 年）P11、（2014 年）P8 により筆者作成、
売上高は計算した結果である。 
 
第三は東北地域におけるソフトウエア産業の発展は地域格差が大きい。図 2-3-3 は 2013
年の大連市のソフトウエア産業の売上高は東北地域に占める割合を示しているものである。 
 
図 2-3-3 2013 年大連市の東北地域ソフトウエア産業の売上高に占める割合 
 




















































ある。東北地域に立地する三年制大学と四年制大学の数を合わせて 244 校がある。2013 年





図 2-3-4 東北地域における人材の供給状況の推移（万人） 
  
出所：中国国家統計局 http://data.stats.gov.cn/ 2015 年/08/03 のデータにより筆者が算出作成。 
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図 2-3-4 から見ると 2009 年から 2013 年まで、2012 年を除いて、卒業生数は 63.34 万人
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産業発展研究報告（2013 年）』によると、遼寧省のソフトウエア産業の売上高は 2779.5 億




高はそれぞれ、228.6 億元と 89.4 億元である。これらの都市間の格差も非常に大きい23。 
さらに、代表都市に立地しているソフトウエア企業数 2013 年のデータによると大連市は
1896 社、長春市は 528 社、そしてハルビン市は 395 社である24。大連市に立地しているソフ
トウエア企業の数は長春市とハルビン市の合計の 2倍強である。企業数の格差も大きい。 
本論文は東北地域で勤務しているソフトウエア・エンジニアの人材育成の各施策、コン
                                                  
22 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）（2014
年版）p8、により筆者が計算した結果であり、東北財経大学『大連軟件和信息技術服務業発展報告』（2014）
p30 により計算した結果である。 
23 http://www.miit.gov.cn/n11293472/n11293832/n11294132/n12858477/15975087.html2015 年/10/11 
24 http://www.miit.gov.cn/n11293472/n11293832/n11294132/n12858477/15975087.html2015 年/10/11 























表 3-1-1 2013 年に大連ソフトウエア・エンジニアの学歴構成と調査データの比較 
最終学歴の専攻分野 アンケート調査のデータ 参照データ 
三年生大学及び以下 5.7% 10.9％ 
大学 79.7% 78％ 
大学院卒 14.6% 11.1％ 
合計 100.0% 100.0％ 
出所：大連軟件和信息技術服務業発展報告［2014］p67 
 
次ぎ、企業の規模を見てみる。表 3-1-2 は 2013 年に大連ソフトウエア企業の規模分布で
あり、参照データにおいて、「100 人未満」は 64.1％を占めているために、他の項目への影




表 3-1-2 2013 年に大連ソフトウエア企業の規模分布と調査データの比較 
項目 100 人未満 100－299 人 300－999人 1000人以上 合計 
調査データ 18.7％ 56.1％ 13.8％ 11.4% 100.0％ 

















表 3-1-3 中国ソフトウエア・エンジニアの年齢構成とアンケート調査の年齢構成との比較 
年齢構成 アンケート調査のデータ 参照データ 
30歳以下 70.7％ 70.4％ 
31歳～35歳 21.3％ 19.5％ 
36歳～40歳 5.9％ 6.7％ 
41歳～45歳 1.3％ 2.5％ 
46歳以上 0.8% 0.9％ 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p41 により筆者作成。 







表 3-1-4 東北地域ソフトウエア・エンジニアの学歴構成と 2012 年に中国ソフトウエア・エ
ンジニア学歴構成の比較 
学歴構成 アンケート調査のデータ 参照データ 
大学卒 80.3％ 74.1％ 
大学院卒 10.5％ 19.2％ 
短期大学以下卒 9.2％ 6.7％ 
合計 100％ 100％ 













表 3-1-5 東北地域のソフトウエア企業規模と 2013 年に中国ソフトウエア企業規模の比較 
企業規模 アンケート調査のデータ 参照データ 
大企業 6％ 9％ 
中小企業 94％ 91％ 
出所：中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）p12 により筆者作成。 























依頼し、調査票を 500 部配布した。 
 アンケート調査の方法は二通りがあり、一つは電子メールで質問紙を送り、もう一つは
郵送で質問紙を送った。調査は 2015 年 1 月 25 日から 4 月 1 日までの期間で実施した。郵
送配布とメール送付の形でソフトウエア企業に依頼し、協力を得た。その結果、東北地域
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 表 3-2-1-1 は回答者の年齢と性別の比率を示している。回答者の平均年齢は 28.9 歳で、
このうち「25 歳～30 歳」のエンジニアが最も多く、半数以上の 57.3％を占めている。 
 








    平均年齢      28.9歳 
   性別   男性76.2％   女性 23.8％ 
   出所：アンケート調査より筆者作成。 
 
次に、「31 歳～35 歳」と「24 歳未満」が続いている。それぞれ 21.3％と 13.4％である。
調査対象は若手のエンジニアを中心にすると言う特徴が見られる。性別の分布を見ると男








                                                  
25 ％の場合は四捨五入により必ず 100にならない。 
26 中国で三年制の職業学校のことを中専と呼ぶ。日本の職業高校に当たる。 
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表 3-2-1-3 回答者の最終学歴の専攻分野 （N=239） 
専攻分野 割合（サンプル数） 



















          表 3-2-1-4 学校で学習した知識の有用性（N=239） 
項目 割合 （サンプル数） 
全く役に立たない 7.9％ （19） 
あまり役に立たない 13.8％ （33） 
どちらとも言えない 6.4％ （15） 
やや役に立つ 46.0％ （110） 
かなり役に立つ 25.9％ （62） 
合計 100.0％ （239） 
         出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 



















  表 3-2-1-5 学校卒業後のソフトウエア・エンジニアの転職経験の有無（N=239） 
転職経験 サンプル数 割合 
ない 98 41.0％ 
ある 141 59.0％ 
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     表3-2-1-6 前職の転職際の有用性に対する評価（N=129） 
項目 サンプル数 割合 
全く役に立たない 6 4.7％ 
あまり役に立たない 10 7.8％ 
どちらとも言えない 1 0.8% 
やや役に立つ 53 41.1％ 
かなり役に立つ 59 45.7％ 
合計 129 100.0％ 
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域で「16 年以上」、「12 年～15 年」以上の開発年数を有しているソフトウエア・エンジニ
アの人数が少ないと考えられる。資本系列別に見ると、中国系企業は「3年～5年」のエン
ジニアは占める割合は最も多く、32％である。その次に、「3 年以下」は 22.7％である。






資本系列 3 年以下 3 年～5年 6 年～8年 9 年～11 年 12年～15年 16 年以上 合計 
中国系企業 22.70% 32.00% 20.30% 14.80% 7.00% 3.10% 100%(128) 
外資系企業 31.50% 27.90% 18.90% 16.20% 0.90% 4.50% 100%(111) 












資本系列 3 年以下 3－5年 5－7 年 7－10 年 10 年以上 合計 平均勤続年数 
中国系企業 60.20% 14.10% 7.80% 14.80% 3.10% 100%(128)  
外資系企業 68.50% 9.90% 8.10% 8.10% 5.40% 100%(111)  
合計 64.00% 12.10% 7.90% 11.70% 4.20% 100%(239) 4 年 
出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
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全体 97.9% 98.7% 71.5% 69.0% 72.0% 64.0% 89.5% 86.6% 80.8% 58.6% 50.2% 18.4% 18.0% 32.6% 95.4% 85.8% 69.5% 58.6% 56.1% 239
50人以下 100% 100.0% 71.2% 69.2% 82.7% 73.1% 88.5% 88.5% 90.4% 73.1% 61.5% 15.4% 13.5% 28.8% 98.1% 90.4% 76.9% 75.0% 76.9% 52
51人～99人 92.5% 97.5% 67.5% 67.5% 75.0% 55.0% 81.5% 80.0% 80.0% 62.5% 55.0% 12.5% 12.5% 27.5% 97.5% 87.5% 65.0% 57.5% 60.0% 40
100人～299人 98.1% 98.1% 71.7% 71.8% 67.9% 65.1% 93.4% 88.7% 81.1% 50.9% 43.4% 17.0% 17.0% 33.0% 94.3% 84.9% 68.9% 51.9% 45.3% 106
300人～499人 100.0% 100.0% 73.3% 86.7% 93.7% 86.7% 86.7% 93.3% 93.3% 80.0% 80.0% 40.0% 40.0% 46.7% 93.3% 93.3% 86.7% 73.3% 60.0% 15
500人～1000人 100.0% 100.0% 66.7% 58.3% 58.3% 41.7% 83.3% 75.0% 50.0% 41.7% 41.7% 41.7% 41.7% 50.0% 91.7% 75.0% 50.0% 50.0% 58.3% 12































































































































   表 3-2-2-2 OJT、OFF-JT、自己啓発に対する有用性の評価 




























































業の平均従業員数は 97 人、一人当たりの売上高は 55 万元であり、企業の平均売上高は 0.53











8.社内専門技術研究 中国系企業の 3.46＞外資系企業の 3.08 
15.自学自習について：中国系企業の 4.06＞外資系企業の 3.75 





































                                                                                                                                                  
29 大連軟件和信息技術服務業発展報告［2014］p56－57 




表 3-2-2-3 資本系列と人材育成の各施策の関係 
 
教育訓練の施策 資本系列 N 平均値 標準偏差 
平均値の
標準誤差 




中国系 128 4.09 1.164 .103 .163 .871 
外資系 111 4.06 .984 .093 
2．仕事の内容を易しい仕事から難し
い仕事へと経験させる 
中国系 128 3.91 1.075 .095 .565 .573 
外資系 111 3.83 1.035 .098 
3．主要な担当業務の他に、関連する
業務をローテーションで経験させる 
中国系 128 2.53 1.890 .167 .302 .763 
外資系 111 2.46 1.767 .168 
4．他の情報サービス産業の企業への
出向・派遣・主張など 
中国系 128 2.55 1.783 .158 2.439 .015** 
外資系 111 1.98 1.789 .170 
5．エンドユーザーへの出向・派遣・
主張など 
中国系 128 2.54 1.716 .152 2.612 .010** 
外資系 111 1.95 1.734 .165 
6．社外の専門団体のセミナー、講習
会等 
中国系 128 2.27 1.901 .168 1.509 .133 
外資系 111 1.90 1.819 .173 
7．社内の集合教育研修 中国系 128 3.22 1.521 .134 .561 .576 
外資系 111 3.11 1.522 .144 
8．社内専門技術研修 中国系 128 3.46 1.547 .137 1.808 .072* 
外資系 111 3.08 1.701 .161 
9．社内のマネジメント研修 中国系 128 3.07 1.694 .150 .869 .386 
外資系 111 2.87 1.800 .171 
10社外マネジメント研修 中国系 128 1.99 1.893 .167 .154 .878 
外資系 111 1.95 1.836 .174 
11．外部の異業界交流会 中国系 128 1.68 1.853 .164 .395 .693 
外資系 111 1.59 1.816 .172 
12．国内大学、大学院への留学 中国系 128 .54 1.267 .112 -.334 .738 
外資系 111 .59 1.296 .123 
13．海外の大学への留学 中国系 128 .55 1.279 .113 -.234 .815 
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外資系 111 .59 1.351 .128 
14．海外の各種研修 中国系 128 1.19 1.796 .159 .304 .761 
外資系 111 1.12 1.772 .168 
15．自学自習 中国系 128 4.06 1.041 .092 1.950 .053* 
外資系 111 3.75 1.398 .133 
16．社内での自主的な研究会への参
加 
中国系 128 3.48 1.425 .126 2.108 .036** 
外資系 111 3.05 1.750 .166 
17．資格取得のための勉強 中国系 128 2.38 1.849 .163 -.904 .367 
外資系 111 2.60 1.922 .182 
18．社外での自主的な研究会・セミ
ナーへの参加 
中国系 128 1.98 1.888 .167 -.536 .593 
外資系 111 2.11 1.899 .180 
19．自主的な職業教育機関での勉強 中国系 128 2.05 2.029 .179 -.371 .711 
外資系 111 2.15 2.068 .196 























































    表3-2-2-7 ソフトウエア・エンジニアのIT資格の有用性の平均値（N＝72） 
項目 有用性の平均値 割合（サンプル数） 
初級プログラマ 3.3 25％（18） 
中級プログラマ 2.62 40.3％（29） 
高級プログラマ 4.3 8.3％（6） 
ソフトウエア・デザイナー 3.44 12.5％（9） 
PMP資格 4.2 8.3％（6） 
すべての資格の有用性 3.22 100％（72） 
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表3-2-2-8 資本系列別コンピテンシーの形成 
 資本系列 N 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率 (両側) 
1.情報志向性 中国系 128 3.66 1.131 -1.205 236 .230 
外資系 110 3.84 1.063 
2.問題解決力 中国系 128 3.86 1.048 -.807 236 .421 
外資系 110 3.96 .928 
3.プレゼンテーシ
ョン力 
中国系 128 3.43 1.195 -.888 235.338 .375 
外資系 110 3.55 .973 
4.目標達成志向力 中国系 128 3.84 1.146 .361 236 .718 
外資系 110 3.79 1.101 
5.柔軟性・協調性 中国系 128 3.80 1.111 -.545 236 .587 
外資系 110 3.87 1.024 
6.コミュニケーシ
ョン力 
中国系 128 3.97 1.049 .572 236 .568 
外資系 110 3.89 1.044 
7.リーダーシップ 中国系 128 3.46 1.093 -.447 236 .655 
外資系 110 3.53 1.194 
8.技術力 中国系 128 3.91 .992 1.014 236 .312 
 外資系 110 3.77 1.037 
  注： *10％基準で、**5％基準である。 出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
















































































































































































































































































































































1.情報志向性   .289** 
2.問題解決力   .234** 
3.プレゼンテーション力   .171** 
4.目標達成志向力   .213** 
5.柔軟性・協調性   .260** 
6.コミュニケーション力   .274** 
7.リーダーシップ   .192** 
8.技術力   .227** 











表 3-2-4-4 職位と勤務先の職場環境の満足度に対する評価 
 全く不満 不満 どちらとも言えない やや満足 満足 合計（サンプル数）
一般職クラス 2.0% 3.9% 31.4％ 44.1% 18.6% 100.0%（102） 
SEクラス 4.4% 6.7% 31.1％ 48.9% 8.9% 100.0%（45） 
係長クラス .0% 8.9% 33.3％ 46.7% 11.1% 100.0%(45) 
マネージャークラス .0% 9.1% 30.3％ 51.5% 9.1% 100.0%(33) 
部長クラス 7.1% 14.3% 7.2％ 64.3% 7.1% 100.0%(14) 
   出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
第 5 節 ソフトウエア・エンジニアの年齢的限界 
  
IT 産業界内部で、ソフトウエア・エンジニアの「30 歳定年説」「35 歳定年説」が広く流
布している。2003 年に、中国の 51 ショブ（中国語：www.51job.com）という人材紹介サイ
ドは IT 従業員を対象にし、「35 歳現象」についてアンケート調査を行った。調査の結果は











                                                  
30 呉海燕、魯耀斌[IT 業界“35 歳現象”曁員工職業生涯管理研究] p248 
31 梅澤隆[2000] p61 
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ジニアは約 1/4 であり、年齢的な限界があると考えているエンジニアは 2/3 であり、年齢
的な限界が「ある」は年齢的な限界が「ない」より遥かに多い。 
 
表 3-2-5-1 ソフトウエア・エンジニアに対する年齢的限界の認識 
項目 割合（サンプル数） 
いつまでも続けられる  23.0％（55） 
いつまでも続けられない  66.5％（159） 
分からない 10.5％（25） 
合計 100.0％（239） 
  出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
 
そして、年齢的限界を感じているエンジニアを対象に限界年齢と最も多い業務内容の関
係について調べた。表 3-2-5-2 を見ると「40 歳」は 49.0％であり、その次は「35 歳」であ
り、30.8％である。つまり、エンジニアの限界年齢は 35 歳～40 歳の間と考えているエンジ
ニアは、80.5%であり、8割強を占めている。 
年齢的な限界を感じるエンジニアの業務内容によって、「プログラミングと単体テスト」







項目 28歳 30歳 32歳 35歳 38歳 40歳 45歳 50歳 合計 
全般的な計画管理業務 .0% .0% .0% .7% .0% 4.9% .0% .0% 5.6% 
ソフトウエア・プロダクトの企画 .7% .0% .0% 1.4% .0% 1.4% .0% .0% 3.5% 
プロジェクト・チームの管理 .0% .0% .0% 7.0% .7% 8.4% 2.8% .0% 18.9% 
ソフトウエアの概要設計 .0% .7% .0% 2.8% .0% 2.8% .0% .0% 6.3% 
ソフトウエアの詳細設計 .0% .7% .7% 4.9% .0% 7.0% 1.4% .0% 14.7% 
プログラミンと単体テスト .7% 1.4% .0% 9.1% .0% 20.3% 8.4% .7% 40.6% 
 統合テストとシステム・テスト



















































































































 東北地域で勤務しているソフトウエア・エンジニアの平均年齢は 28.9 歳であり、そのう
























                                                  
32 劉森・李孟剛[2013] p202－203 






 ソフトウエア産業の IT 資格の取得率は 30.5％であり、このうち「会社の指示」で資格を
取得する比率は僅か 13.9%である。企業は社会的 IT 資格に対して重視していない可能性が














































































表 3-3-1-1 大連と大連以外の性別構成33 
項目 大連以外 大連 合計 
女性 22.4% （26） 25.2% （31） 23.8% （57） 
男性 77.6% （90） 74.8% （92） 76.2% （182） 
合計 100.0% （116） 100.0% （123） 100.0% （239） 







                                                  
33 ％の場合は四捨五入により必ず 100 にならない。 
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表 3-3-1-2 大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの年齢構成 
地域別 24未満 25～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46歳以上 合計 平均年齢 
大連以外 12.1%（14） 69.8%（81） 16.4%（19） 1.7%（2） .0% .0% 100.0%（116） 27.66歳 
大連 14.6%（18） 45.5%（56） 26.0%（32） 9.8%（12） 2.4%（3） 1.6%（2） 100.0%（123） 30.03歳 
合計 13.4%（32） 57.3%（137） 21.3%（51） 5.9%（14） 1.3%（3） .8%（2） 100.0%（239）  









表 3-3-1-3 大連と大連以外のソフトウエア・エンジニアの学歴構成 
最終学歴の専攻分野 大連以外 大連 合計 
三年生大学 12.1%（14） 4.9%（6） 8.4%（20） 
大学 81.0%（94） 79.7%（98） 80.3%（192） 
大学院修士課程 6.0%（7） 14.6%（18） 10.5%（25） 
その他 .9%（1） .8%（1） .8%（2） 
合計 100.0%（116） 100.0%（123） 100.0%（239） 
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表 3-3-1-4 大連と大連以外の最終学歴の専攻分野 





コンピュータ・サイエンス 42.2% 38.2% 40.2%（96） 
ソフトウエア工学 16.4% 13.0% 14.6%（35） 
オートメーション 10.3% 6.5% 8.4%（20） 
ソフトウエア・オフショア開発専攻 6.0% 5.7% 5.9%（14） 
電子工学 7.8% 6.5% 7.1%（17） 
コンピュータ・ソフトウエア工学 8.6% 4.9% 6.7%（16） 
その他の理科系 3.4% 13.8% 8.8%（21） 
理科系の合計 94.7％ 88.6％ 91.7％ 
 
文科系 
日本語専攻 5.2% 6.5% 5.9%（14） 
英語専攻 .0% .8% .4%（1） 
日本と英語以外の文科系 .0% 4.1% 2.1%（5） 
文科系の合計 5.2％ 11.4％ 8.4％ 
合計 100.0% 100.0% 100.0%（239） 






表 3-3-1-5 大連と大連以外の企業の資本系列 
項目 中国系企業 外資系企業 合計 
大連 49.6% 50.4% 100.0%（123） 
大連以外 57.8% 42.2% 100.0%（116） 




であり、その次は 1000 人以上の企業である。大連以外の地域においては「50 人以下」の規
模で働いているエンジニアが最も多く、33.6％、約 1/3 を占めている。ここから大連以外





域では 300 未満の企業が最も多く、1000 人以上の企業は非常に少ないことが見られる。 
 
表 3-3-1-6 大連と大連以外の企業規模の分布状況 
地域名 50人未満 51－99人 100－299人 300－499人 500－1000人 1000人以上 合計 
大連 10.6% 8.1% 56.1% 6.5% 7.3% 11.4% 100.0%（123） 
大連以外 33.6% 25.9% 31.9% 6.0% 2.6% .0% 100.0%（116） 










表 3-3-1-7 大連と大連以外の転職経験の有無 
転職経験 大連以外 大連 合計 
ない 47.4% 35.0% 41.0%（98） 
ある 52.6% 65.0% 59.0%（141） 
合計 100.0% 100.0% 100.0%（239） 
          出所：アンケート調査の結果により、筆者作成。 
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証するため、t検定を行った。分析の結果は表 3-3-2-1 に示したように、企業の人材育成の
施策の評価に対する 19 項目の平均値を比べ、等分散性のための Levene の検定の上、2つの
母平均の差の検定を行った。その結果、以下の有意項目が得られた。 
7.社内の集合教育研修について：大連地域の 3.36＞大連以外の 2.97 
12.国内大学、大学院への留学について：大連地域の 0.71＞大連以外の 0.41 
13.海外の大学への留学について：大連地域の 0.72＞大連以外の 0.41 
14.海外の各種研修について：大連地域の 1.59＞大連以外の 0.69 
16.社内での自主的な研究会への参加について：大連地域の 3.11＜大連以外の 3.46 
18.社外での自主的な研究会・セミナーへの参加について：大連地域の 1.77＜大連以外の
2.32 
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表 3-3-2-1 大連と大連以外の各人材育成 
教育訓練の各施策 大連と大
連以外 N 平均値 標準偏差 
平均値の





大連 123 4.17 1.061 .096 1.405 .161 
大連以外 116 3.97 1.099 .102 
2.仕事の内容を易しい仕事から難し
い仕事へと経験させる 
大連 123 3.88 1.098 .099 .117 .907 
大連以外 116 3.86 1.012 .094 
3.主要な担当業務の他に、関連する
業務をローテーションで経験させる 
大連 123 2.58 1.811 .163 .689 .491 
大連以外 116 2.41 1.856 .172 
4.他の情報サービス産業の企業への
出向・派遣・主張など 
大連 123 2.12 1.740 .157 -1.438 .152 
大連以外 116 2.46 1.862 .173 
5.エンドユーザーへの出向・派遣・
主張など 
大連 123 2.20 1.708 .154 -.588 .557 
大連以外 116 2.34 1.789 .166 
6.社外の専門団体のセミナー、講習
会等 
大連 123 2.28 1.888 .170 1.610 .109 
大連以外 116 1.90 1.834 .170 
7.社内の集合教育研修 大連 123 3.36 1.415 .128 2.000 .047** 
大連以外 116 2.97 1.604 .149 
8.社内専門技術研修 大連 123 3.37 1.631 .147 .795 .428 
大連以外 116 3.20 1.627 .151 
9.社内のマネジメント研修 大連 123 2.93 1.810 .163 -.402 .688 
大連以外 116 3.03 1.676 .156 
10.社外マネジメント研修 大連 123 1.92 1.818 .164 -.479 .632 
大連以外 116 2.03 1.915 .178 
11.外部の異業界交流会 大連 123 1.54 1.794 .162 -.792 .429 
大連以外 116 1.73 1.876 .174 
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12.国内大学、大学院への留学 大連 123 .71 1.389 .125 1.793 .074* 
大連以外 116 .41 1.135 .105 
13.海外の大学への留学 大連 123 .72 1.410 .127 1.836 .068* 
大連以外 116 .41 1.180 .110 
14.海外の各種研修 大連 123 1.59 1.987 .179 4.085 .000*** 
大連以外 116 .69 1.398 .130 
15.自学自習 大連 123 3.80 1.310 .118 -1.456 .147 
大連以外 116 4.03 1.126 .105 
16.社内での自主的な研究会への参
加 
大連 123 3.11 1.695 .153 -1.667 .097* 
大連以外 116 3.46 1.471 .137 
17.資格取得のための勉強 大連 123 2.46 1.878 .169 -.254 .800 
大連以外 116 2.52 1.895 .176 
18.社外での自主的な研究会・セミナ
ーへの参加 
大連 123 1.77 1.877 .169 -2.253 .025** 
大連以外 116 2.32 1.872 .174 
19.自主的な職業教育機関での勉強 大連 123 1.76 1.926 .174 -2.711 .007*** 
大連以外 116 2.47 2.108 .196 







1.情報志向性について：大連地域の 3.51＜大連以外の 3.99 
2.問題解決力について：大連地域の 3.78＜大連以外の 4.04 
3.プレゼンテーション力について：大連地域の 3.30＜大連以外の 3.69 
4.目標達成志向力について：大連地域の 3.62＜大連以外の 4.03 
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表 3-3-2-2 大連と大連以外の各コンピテンシーの形成 
項目 大連と大
連以外 N 平均値 標準偏差 
平均値の
標準誤差 t 値 
有意確率 
(両側) 
1.情報志向性 大連 122 3.51 1.228 .111 -3.489 .001*** 
大連以外 116 3.99 .890 .083 
2.問題解決力 大連 122 3.78 1.139 .103 -2.084 .038** 
大連以外 116 4.04 .796 .074 
3.プレゼンテーション力 大連 122 3.30 1.183 .107 -2.827 .005*** 
大連以外 116 3.69 .964 .089 
4.目標達成志向力 大連 122 3.62 1.208 .109 -2.819 .005*** 
大連以外 116 4.03 .991 .092 
5.柔軟性・協調性 大連 122 3.71 1.175 .106 -1.775 .077 
大連以外 116 3.96 .936 .087 
6.コミュニケーション力 大連 122 3.83 1.096 .099 -1.597 .112 
大連以外 116 4.04 .982 .091 
7.リーダーシップ 大連 122 3.48 1.130 .102 -.224 .823 
大連以外 116 3.51 1.153 .107 
8.技術力 大連 122 3.65 1.128 .102 -3.157 .002*** 
大連以外 116 4.05 .832 .077 
注： **5％基準で、*** 1％基準である。 
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題点について検討する。そして、2008 年から 2014 年まで、6年間をかけて、東北地域に立
地しているソフトウエア企業を対象にヒアリング調査を行った。具体的には大連市で 5社、
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37 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 































                                                  
38 北島義弘[2007] p271 
39 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 
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第 2 節 大連のソフトウエア産業の発展状況 
大連のソフトウエア産業は 1998 年にスタートしてから 15 年間を経過した。スタートは
北京の中関村などと比較すると遅れたが、その後、日本向けオフショア開発を活用して大
きな成果を収めた。2013 年度大連のソフトウエア産業の売上高は 1,350 億元であり40、東北




エア産業の総売上高は中国重点都市の第 10 位に位置している42。図 4-1-2-1 は 2003 年から
2013 まで、10 年間をかけて、大連のソフトウエア産業の売上高と成長率の推移を示したも
のである。大連市のソフトウエア産業には二つの特徴が見られる。第一は、大連のソフト
ウエア産業は 10 年間をかけて、急速的に成長してきた。図 4-1-2-1 によると 2003 年度大
連のソフトウエア産業の規模は 46.7 億元であったが、2013 年度大連のソフトウエア産業の
売上高は 1,350 億元の規模に達し、10 年間をかけて、ソフトウエア産業の規模は 30 倍程度
拡大した。第二の特徴は急速な伸び率から緩やかな伸び率の段階に入った。この 10 年間の
成長率をみると、主に二段階が分けられる。第一段階は 2003 年から 2006 年までである。
大連のソフトウエア産業の成長率は2003年の99％の成長率から2006年の41％まで下げて、
ソフトウエア産業の伸び率は急成長の段階から比較的緩やかな成長段階に入ったと考えら
れる。第二段階は 2007 年から 2013 年までの 6 年間である。この六年間のうち、大連のソ









                                                  
40 『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年）（Annual Report of Dalian Software & Information 
Service Industry）p8 
41 中国軟件産業年鑑『中国軟件産業発展研究報告』（“Annual Report of China Software Industry”）
（2014 年版）ｐ39 により作成、占める割は筆者が計算した結果である。 
42 『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p40 
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図 4-1-2-1 大連ソフトウエア産業の売上高と成長率の推移（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年）（Annual Report of Dalian Software & Information 
Service Industry）p13、『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）（Annual Report of Dalian Software 




順調に拡大している。2013 年に大連ソフトウエア産業の輸出額は 43 億ドルであったが、中
国全体のソフトウエア産業の輸出額は 469 億ドルであったので、約 9.2%を占めている43。そ
のうち日本向けの輸出額は 60.7％を占めている44。大連市は中国で有数のソフトウエアの輸
出基地である。図 4-1-2-2 は 2003 年から 2013 年まで大連市ソフトウエア産業の輸出と成
長率の推移を示しているものである。この図表から見ると第一、大連市のソフトウエア産
業の輸出額は急速に拡大したことである。大連市のソフトウエア産業の輸出額は 2003 年の
1.13 億ドルから 2013 年の 43 億ドルまで伸びて 40 倍以上の成長を達した。第二、急速な成
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図 4-1-2-2 大連市ソフトウエア産業の輸出と成長率の推移（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（Annual Report of Dalian Software & Information Service 




ウエア産業の従業員数は 21.6 万人である。そのうちにソフトウエア・エンジニアは 12.1
万人で、約 56％を占めている。図 4-1-2-3 は 2003 年から 2013 年まで大連のソフトウエア
産業の従業員数の推移と成長率を示しているものである。2003 年から 2013 年までの 10 年
間で、大連のソフトウエア産業の従業員数は年々増加し、2013 年、大連ソフトウエア産業
従業員の規模は2003年より14倍程度を増加した。2013年度のソフトウエア従業員数は2012
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図 4-1-2-3 大連市ソフトウエア産業の従業員数の推移と成長率（2003 年～2013 年） 
 
出所：『大連市軟件与信息服務業発展報告』（2007 年 Annual Report of Dalian Software & Information 






の従業員うち、四年生大学卒の人数は最も多い。2009 年から 2013 年まで、すべて 80％程




表 4-1-2-1 大連ソフトウエアの従業員の学歴構成（2009 年～2013 年） 
 大学院卒 四年生大学卒 三年生大学以下卒 合計 
2009 年 従業員数 0.82 万人 6.82 万人 0.98 万人 8.62 万人 
占める割合 9.5％ 79.1％ 11.4％ 100％ 
2010 年 従業員数 1.02 万人 8.42 万人 1.06 万人 10.5 万人 









































従業員数 1.2 万人 10.14 万人 1.16 万人 12.5 万人 
占める割合 9.6％ 81.1％ 9.3％ 100％ 
2012 年 従業員数 1.60 万人 12.34 万人 1.66 万人 15.6 万人 
占める割合 10.2％ 79.1％ 10.6％ 100％ 
2013 年 従業員数 2.40 万人 2.40 万人 2.35 万人 21.6 万人 






いる。表 4-1-2-2 は 2012 年度―2013 年度、大連市における新規卒業生とソフトウエアと関
連専攻の供給状況である。この図表から見ると、2012 年に大連市の新規卒業生の人数は 7.49
万人であったが、そのうち、ソフトウエア専攻及び関連専攻の卒業生は 2.08 万人であって、
28％を占めている。2013 年に大連市の大学卒業生は 7.58 万人であったが、そのうちソフト
ウエア専攻及び関連分野の卒業生は 2.22 万人であって、全卒業者の約 30％を占めている。
2013 年度のソフトウエア産業と関連専攻の人数は 2012 年度より 1500 人が増加した。 
 
表 4-1-2-2 2012―2013 年大連市における新規卒業生とソフトウエアと関連専攻の供給状況 
項目 2012 年 2013 年 
大連の新規卒業生の人数 7.49 万人 7.58 万人 
ソフトウエア産業と関連専攻の人数 2.08 万人 2.22 万人 
占める割合 28％ 30％ 
出所：『大連軟件和信息服務業発展報告』（2014 年）p71 
 










A、大連 G 軟件有限公司48 
1、会社の概要 
大連 G 軟件有限公司（以下 G 社と略す）は 2000 年 10 月に創立され、東北地域の窓口で
ある大連市に本社を置くほか、2007 年 11 月に日本の横浜に支社を設立したが、2011 年に、
千葉県の柏市に引越しした。G社は日本からの帰国技術者と中国の現地ソフトウエア・エン
ジニアによって、大連市政府の援助を受けて創立された IT 企業である。2009 年の時点で資


















                                                  
46 上流工程：英語で upper process であり、ソフトウエア開発の中で分析や、設計などの開発工程を上流
工程と呼ばれている。 
47 下流工程：英語で lower process であり、ソフトウエア開発の中でコーディングやテスト、導入などの
工程である。 
48 以下は大連 G 軟件有限公司については、会社のヒアリング調査、会社のパンフレット、会社の homepage
による。 




ある。これは主に 20 年前或いは 30 年前に開発されたシステムを顧客が継続利用したい場
合に前の Platform や以前開発された汎用系のシステムをオープン系に変更し、メンテナン






















出所：大連 G 社軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
図 4-1-3 -1 は G 社のオフショア開発実績の規模を示したものである。小規模のプロジ








工数 200 人月以上:1 案件 
開発標準（厳標準） ISO9000 認証 CMM3 認証 
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ェクトはほとんど受注していない。大手企業からの受注の場合は上流設計から総合テスト















表 4-1-3-1 大連 G有限公司による日本向け受託開発の担当範囲と開発のパターン 






パターン 1 ● ● ☆ ☆ ☆○ ●★ 
パターン 2 ●★ ●★ ☆○ ☆ ○ ☆○ ★● 
パターン 3 ●★ ●★ ★● ★ ● ★● ★● 
パターン 4 ● ● ★○ ☆ ☆○ ● 
☆：G社担当（大連）★G社（日本）○日本企業（大連）●日本企業担当（日本） 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
パターン 2 は日本の顧客側と G 社が日本で、企画計画と基本設計と言った上流工程の部
                                                  
50 ISO 9000 は、品質マネジメントシステム関係の国際標準化機構による国際規格。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/ISO_9000 2009/01/01） 
51 CMM はソフトウエア・プロセス改善のフレームワークであり、その組織の成熟度を 5段階に評価し、ソ
フトウエア開発・保守に対するプロセス管理と品質管理のコンセプトに関するプラクティスを概説するモ
デルである。CMM3 は第三段階であること。（http://alea.co.jp/doc/cmm_main.html2009/01/01） 
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分を共同で開発し、残りの詳細設計からテストまでの下流部分までを大連で行う。この開
発モデルは開発実績の中の 90％程度を占めている。パターン 1 とパターン 2 は G 社の主な
業務開発の方法である。 
パターン 3 は G 社側が日本で企画計画から総合テストまでに一貫して行なうオンサイト



















図 4-1-3-2 大連 G 軟件有限会社の組織図 
                                                  
52 英語表現は bridge system engineer である。BSE と略す。 
53 バグ(英: bug)とはコンピュータプログラムの製造（コーディング）上の誤り・欠陥を表す。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/バグ 2009/01/01） 
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出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
G 社で一番大きな部門が開発部門である。生産ラインと言われている。開発部門は 110 人
で構成されている。業務内容の違いによって、開発部門を四つの開発室に分けている。す
なわち、第 1 開発室、第 2 開発室、第 3 開発室、第 4 開発室である。第 1 開発室は組込み
系の開発を担当し、主に通信系の業務を担当する。この開発室は 30 人程度である。第 2開
発室は主にアプリ系と応用系の業務を担当する。約 30 人程度である。第 3開発室は組込み
系の業務を担当して、第 1 開発室と似ている。この開発室は主に組込み系の、テジタル情


























図 4-1-3-3 大連 G 軟件有限公司の品質管理図 
 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。 
 
第三は開発プロセスにおける認証資格の取得である。ソフトウエア開発業界での競争力






めることを出発点として、ISO9001:2000 及び CMM のプロセス管理の思想を融合し、会社の
品質方針・目標を実現し、優良なソフトウエアとサービスを安定且つ効率的に提供するこ
とができるようになった。結果としては 2008 年度の「中国サービス・アウトソーシング交
付保証 20 強（ランキング 9位）」称号を獲得した。第四は開発管理である。G社は開発管理
のツールがあり、基本的にそのツールの上で開発管理を行う。問題が発生する際に出来る
                                                  
54 ISO 9000 は、品質マネジメントシステム関係の国際標準化機構による国際規格。
（http://ja.wikipedia.org/wiki/ISO_9000 2009/01/01） 
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オフショア開発の企業にとって、非常に重要な問題である。図 4-1-3-4 は G 社の情報セキ
ュリィティの方法を示している。G社は情報セキュリティ第一の考え方を確立し、全従業員
の情報セキュリティ意識を高めている。実施している情報セキュリティ管理は主に PDCA で
ある。これは ISO27001：2005 の ISMS59文書である。最初の段階は計画（Plan）を立てる段
階である。その段階で ISMS を確立する。その中に基本方針の策定、管理体制の確定、リス



















G 社で人数が最も多いエンジニアは PG で、約 80 人存在し、ソフトウエア・エンジニア数
の約 73％を占めている。PG には論理的な思考力と発想力が要求されるが日本語能力は基本
的には求められていない。しかし、G社には日本語が分かる PG の人数は 50 人程度いる。作
業用のパソコンはすべて日本語の OS であるために、PG たちは日本語でのドキュメントの読
み書きには問題がなく、簡単な日本語のドキュメントの作成も可能である。この日本語を
                                                  
59 ISMS：情報セキュリティ・マネジメント・システムであること。（Information Security Management 
System） 
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理解する PG たちが G 社の日本向けのオフショア開発の強固な基盤を造っている。次に PL、























図 4-1-3-5 は大連 G 軟件有限公司に日本向け開発の要員の日本語能力の構成を示したも
のである。図 4-1-3-5 を見ると G社における日本語能力一級は 16 人で二級は 12 人である。
このようなソフトウエア・エンジニアは日本語でコミュニケーションができる。日本語が
分かるソフトウエア・エンジニアは全員合わせて 84 人である。G 社には日本でのソフトウ
エア開発の経験があるソフトウエア・エンジニアは 26 人いる。つまり、G 社のソフトウエ
                                                  
60 SSE はシニアエンジニアのことを指す。主に、特定の技術分野で、非常に高いレベルの知識と技術を持
った SE のことである。 





図 4-1-3-5 大連 G 軟件有限公司に日本向け開発の要員の日本語能力の構成 
 
出所：大連 G 軟件有限公司の提供資料から筆者作成。[注]：国際日本語能力試験レベル：1級～4 級 
 
（5）G 社の学歴構成、人材の調達とその採用基準及び定着策 





図 4-1-3-6 大連 G 軟件有限公司従業員の学歴構成 
 





























業大学、吉林大学、大連理工大学、西北工業大学などの理工系大学である。2007 年に G 社
は 30 人採用したが、すべてがコンピュータ関連分野の卒業生である。2008 年は 7月までに














2008 年の時点の新入社員の初任給は約 2500 元～3000 元であった。しかし、2014 年の時











































































次は SE レベルのエンジニアと PL レベルのエンジニアの教育である。この教育は主に四つ














図 4-1-3-7 大連 G 軟件有限公司社内教育プラン 
 
 
（7）G 社の BSE の役割を果たすエンジニアの活用 







































































価の担当者は直属の上司だけではなく、同僚の評価も必要とする。この結果は 3 割から 4


























                                                  
61 アメリカの非営利団体 PMI(Project Management Institute)が認定しているプロジェクト・マネジメン
トに関する国際資格。 
























B、大連 P 軟件株式会社62 
（1）会社の概要 
大連 P軟件株式会社（以下 P社と略す）は 2001 年に設立され、前身は大連 H軟件グルー




                                                  
62 以下は大連 P 軟件株式公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage によ
る。 
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 以下は P社の具体的な業務を説明する。 
まず、日本向けのソフトウエア開発を説明する。P 社は 2001 年に設立されて以来日本向
けオフショア開発を拡大するために、顧客に最適な解決方法を提供することを会社の対日
開発の目標としている。現在、日本向けのソフトウエア開発は CMMI63の基準に沿って、開発








                                                  
63 CMMI：米カーネギーメロン大学ソフトウエア工学研究所が公表したソフトウエア開発プロセスの改善モ
デルとアセスメント手法である CMM（Capability Maturity Model）に、有識者の意見や多くのプロセス改
善事例を反映させて作成された新しい能力成熟度モデルのこと。 





































図 4-1-3-8 P 社人材サービスの提供方法 
 















を提供する。     
                                                                                                                  
                                                  
64 ウォーターフォール・モデル：英語の表記は waterfall model である。システムの開発手順を示すモデ
ルの一つである。つまり、ソフトウエア開発の手順として、基本的に、企画計画、要件定義、概要設計、
詳細設計、コーティング、テストの段階に分かれている。 
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図 4-1-3-9 P 社の中国国内向けの開発の流れ 
     








        
図 4-1-3-10 P 社の日本向けソフトウエア開発パターン 
 
出所： P 社のヒアリング及び homepage により筆者作成。 
 




























開発センターの検査が合格すれば、P社の BSE に渡して検査する。 
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パターン 3 とパターン 4 は単純なオフショア開発である。BSE 経由で開発を行うために、
















 現在、P社の従業員は 300 名程度在籍している。日本事業部は約 150 名である。このうち、
P社の大連の日本事業部は約 100 名、日本にある子会社は 30 名から 40 名程度である。人員




ち、PG レベルのエンジニアの人数が一番多く、約 2/3 を占めている。これはパターン 3 と
パターン 4を一番多く受注する原因にもなる。1/3 は SE レベルのエンジニアである。PM レ
ベルのエンジニアは 4 人で、PL レベルのエンジニアは 6 人である。PM と PL は合わせて 10
名である。P社には BSE という職位を設けてない。しかし、業務を受注する際に、大連 P社
の日本事業部或いは日本の子会社からの BSE の役割を果たすエンジニアが必要となるため
に、その際に BSE の役割を果たすエンジニアを派遣する。 
P 社の人材調達は新卒採用と中途採用両方を行っているが、現在は経営状況が良くないた
めに、新卒採用は積極的に行っていない。新卒者は主に四年制大学の学生で、2013 年に採
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用した人数は 2名である。2012 年に 10 名採用したが、試用期間を設けており、試用期間の


























まず、技術教育は off-JT と OJT を中心に、入社後の半年間を利用しで行われている。教
育の内容は JAVA、.NET と言った言語である。これ以外に、IOS とアンドロイドのスマート
フォンの開発技術も受講できる。開発言語以外に、オフショア開発に関連する知識も教え
る。教育の内容は全て大学で勉強した知識だが、もう一回復習させる。例えば、要件設計










語教育は非常に重要である。教育の対象は SE レベル以上のエンジニアである。以前、P 社
の日本語教育は PG レベルのエンジニアを含めて全員対象だったが、日本語ができるように
なると離職するケースがあったため、会社が PG レベルのエンジニア向けの日本語教育を諦


















 P 社はエンジニアを PG、SE、PL、PM に分けており、PG についてはさらに三段階に分けて
                                                  
65 一人前のプログラマになることを指す。 
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いる。低いレベルから高いレベルへ PG1、PG2、PG3 である。PG1 になる必要経験年数は大体
1 年から 2 年である。PG2 になる必要経験年数は 3 年から 4 年である。PG3 になる必要経験
年数は 5年から 6年である。各レベルにおいて必要とする能力は会社側が明確にしている。
必要な能力が異なるために各レベルの給与も違う。PG1の給与は2000～2500元に設定する。
PG レベルは各レベルの間に 500 元の差を付けている。 
SE レベルのエンジニアも三段階に分けている。低いレベルから高いレベルへ SE1、SE2、






SE3 は SE1 と SE2 が持つ能力以外に、管理能力と顧客とのコミュニケーション能力を持つこ
とが必要である。SE のレベルになると、求める能力が多くなるため、賃金の格差も PG より
大きい。例えば SE1 と SE2 の格差は 2000 元であり、SE2 と SE3 の間の格差はもっと大きい。 





































































る。現在、P 社の日本事業部で BSE と PM を担当するソフトウエア・エンジニアは全員日本
での開発経験者である。このエンジニアたちは日本の文化と日本の作業現場の状況をよく
知り、日本語で自由にコミュニケーションを取ることができる。P社は BSE と言う職位を設
けていないが、BSE の役割を果たすエンジニアが数多くいる。大連側で SE3 レベルになっ
て、日本語能力試験の二級程度だと BSE の仕事を担当できる。現在、そのような人材は 20
名から 30 名程度である。この BSE の役割を果たすエンジニアは PL 相当である。大連側以
外では、日本の子会社のエンジニアは全員 BSE と言う役割を果たすことができる。日本に




P 社はコストを削減するために、小さいプロジェクトを受注する際に PM は BSE の役割を
果たすエンジニアになることもある。例えば 10 人月、20 人月のプロジェクトは PM 自身が
- 117 - 
 
そのプロジェクトの PL を担当し、BSE の役割を果たす。この BSE の役割を果たすエンジニ
















えると共に現場のエンジニアのモチベーションにも影響がある。      
  
C、大連 Y 軟件有限公司66 
（1）会社の概要 
大連 Y軟件有限公司（以下 Y社と略す）は 2004 年に設立されたローカルのソフトウエア







                                                  
66 以下は大連 Y 社軟件有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage
による。 
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を提供するために設立した会社である。資本金は 50 万元で、従業員数は 36 名である。そ
のうち、エンジニアが 32 名で、その中に日本でオンサイト開発をしているエンジニアも含
まれている。大連本社には 18 人いる。エンジニア以外の 4 人は間接部門の従業員である。
現在、日本にある子会社を分社し、新しい会社を設立し、東京を中心として、事業展開を
























                                                  
67 Matrix: 図面を管理するパッケージであること。 
68 Java:コンピュータ言語の一種類であること。 
69 .NET は Microsoft .NET Framework の略である。マイクロソフトが開発したアプリケーション開発、実
行環境であること。（http://ja.wikipedia.org/wiki/.NET_Framework 2008/12/26） 





表 4-1-3-2 大連 Y 社有限公司による日本向け受託開発の担当範囲と開発パターン 
 企画・計画 概要設計 詳細設計 コーティング 単体テスト 総合テスト 
パターン 1 ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 2  ● ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 3   ◯ ◯ ◯ ◯ 
パターン 4    ◯ ◯ ◯ 
●Y社日本 ◯Y社大連  出所：ヒアリング調査より筆者作成。 
 
大連のローカルソフトウエア企業には上流工程から下流工程まですべてを担当できる会
社が約一割しかないと言われる。表 4-1-3-2 は Y 社の日本向け開発のパターンを見ると、




発工程は開発実績の約 50％を占めている。このパターンは主に海外事業部の 7 名の BSE が
日本の企業で基本設計の部分を担当して、詳細設計の部分から大連の本社で行う。これは Y
社の主要な開発モデルである。開発パターン 1と 2を合わせて、Y社のオフショア開発の中
の 55％を占めている。つまり、純粋の上流工程が半分以上を占めている。この点から Y 社
のエンジニアの人数が少ないが、エンジニアの技術力は非常に高いと考えられる。 
 パターン 3 は詳細設計から納品までの開発である。この開発のパターンは開発実績の中
の約 35％を占めている。日本側の企業も、詳細設計工程からの大連側への発注は非常に少

















Y 社の組織体制は図 4-1-3-11 が示しているように四段階に分けられ、六つの部門で構成
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図 4-1-3-11 大連 Y 軟件有限公司の組織図 
 

















Y 社のエンジニアは 32 名在籍している。この 32 名のエンジニアは四つのレベルによって
構成されている。つまり、技術レベルの低い順から高い順まではプログラマ（PG）、プロジ
ェクトサブリーダ （ーPSL）、プロジェクト・リーダ （ーPL）、プロジェクトマネージャ （ーPM）
総経理 
副総経理 




設備管理課 教育課 品質管理課 
新規事業推進部 海外事業部 
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である。Y社は各レベルが必要とする能力を詳しく明記している。表 4-1-3-3 は Y 社のエン
ジニアの階層別の必要な能力を示している。 
 
表 4-1-3-3 Y 社のエンジニアの階層別必要能力 
 





現在、Y 社では、PM レベルのエンジニアは 2 人で、PL レベルのエンジニアは 3 人である。
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残りのエンジニアは PG レベルと PSL レベルである。Y社は SE と言う職名を設けていないた
め、PG レベルのエンジニアと SE レベルのエンジニアの違いを明確にしていない。実際に仕
事の中で、SE レベルのエンジニアは 10 名程度在籍しているが、残りの半分以上は PG レベ
ルのエンジニアである。つまり PG レベルのエンジニアが一番多い。Y社は PG レベルのエン
ジニアでも日本語の読み書き能力を求めている。少人数の会社であるために、明確な役割

























 Y 社の定着率は非常に高く、離職率は 6％である。定着策として、Y 社は会社の仕事環境
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図 4-1-3-12 は顧客が真に求める IT 人材である。Y社では PG から SE までには少なくとも
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給与水準について Y 社はエンジニアの技術能力、日本語能力によって給与額が異なる。
平均給料は 4400 元である。新卒の場合は 3 ヶ月の試用期間を設け、2000 元/月である。そ
して、試用期間を過ぎると約 2500 元/月である。PG レベルのエンジニアは日本語のレベル
によって、300～500 元の語学給がある。現在、約 2 割のソフトウエア・エンジニアは日本
語を話せる。残りの 8割は話せないが、読書きはできる。Y社の PSL（SE）レベルの場合給
与は 5000 元/月である。大連の現地の大手企業の 7000 元くらいの給与と比較して低い水準
である。しかし、Y社の PSL（SE）は日本のソフトウエア・エンジニアの昇格制度を導入し






























































G社 2000 中国 対日オフショア開発 124 上流、下流 ある 窓口、BSEの派遣、プロジェクトの受注 総経理 3





Y社 2004 中国 対日オフショア開発 36 上流、下流 ある 事業展開 董事長 3










力（管理能力）である。BSE に必要な能力と PL 或いは PM に必要な能力が類似するために、
PL、PM を兼ねることもできる。実際、BSE の役割を果たすエンジニアはオフショア開発の
中で PL、或いは PM を担当するケースが多い。つまり、BSE の役割を果たすことは PM、或い
は PL の職務内容の一部になった。各社が直面している問題は多様だが、G 社と P 社はエン
ジニアの離職問題が共通点であるが、Y社は経営者の視点が異なり、日本側である発注元の








A、大連 K 数据庫工程有限公司71 
 
（1）会社概要 






                                                  
71 以下は大連 K 社数据庫有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage












この開発のパターンは K 社の主な開発方法で、実績の中で 95％以上を占めている。もう一













                                                                                                                                                  
による。 




73 CAD（キャド Computer Aided Design）CAD とは、建築物や工業製品の設計にコンピュータを用いること。
また、そのために用いるソフトウエアやシステム。http://e-words.jp/w/CAD.html 2015/06/02 
74 KEYWAY－OA はオフィス自動化のシステムであること。 
75 KEYWAY-ERP は中国の ERP の規範を基準にし、36 個機能モジュールで構成している。（生産、供給、販売、
コスト、在庫、設備、財務などの面から）企業にサポートしているシステムである 
76 SANAK:建設関連ソフトである。 
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製品の開発に応用し、自社製品の売上高を拡大することである。 
図 4-1-3-13 は K 社の組織体制である。組織図から見ると、組織の各部門の中で BPO 事業
部が一番大きい、この部門の 80 人が日本向けのオフショア開発を担当する。この事業部は
二つの開発室に分けられている。そして、ソフトウエア・エンジニアは能力によって、四
種類に分けられている。つまり PG、SE、PL、PM であり、SE の人数は 16 人、PL の人数は 4
人、PM は 2 人で、残りは PG である。 
 
図 4-1-3-13 大連 K 数据有限公司の組織図 
 




発成果である。二つ目は ERP 事業部である。従業員数は 10 人で K 社のメイン製品である
KEYWAY－OA と KEYWAY－ERP はこの部門の開発成果である。 
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K 社は 2007 年度に、新卒と中途を合わせて約 20 人を採用したが、採用の中心は大学の新
卒である。採用するソフトウエア・エンジニアはすべてコンピュータ・サイエンス専攻と
ソフトウエア関連専攻の卒業生である。新卒の給料は毎月 2500 元で、2 年～3 年間の経験
を積んだ後は 3400～3500 元である。4年以上の PG 経験があると SE に昇格して給料は 4000
～5000 元となる。マネジメント能力がある PM の給料は 8000 元である。語学給も設けてい
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B、大連 A 科技有限公司の事例77 
（1）会社の概要 










第二は中国国内のソフトウエア開発、第三は人材の派遣業務、第四は BPO 業務である。 
















                                                  
77 以下は大連 A 社については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage による。 
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まず、中国国内向けの開発パターンについて説明する。表 4-1-3-5 は A 社の中国国内向
けの開発実績を示している。この開発実績からみると（ア）A社の作業範囲を見ると要件定
義からシステムのテスト及び運用まで自社で担当する。ここからは国内向けの技術水準が
非常に高いことは分かった。（イ）開発システムの規模は小さい。表 4-1-3-5 を見ると 30
人月の規模が一番大きなプロジェクトである。残りの二つは 10 人程度のプロジェクトであ




表 4-1-3-5 A 社中国国内向けの開発実績 
プロジェクト名 開発言語 データベース 規模 作業範囲 




SQL SERVER2005 12 人月 要件定義～運用 
オンライン情報連携 Android、iOS、JAVA、
JSP、Jquery 





最も大きい規模は 80 人月である。そして、多様な開発言語を利用し、そのうち、JAVA 言語
は一番多く使われている。表 4-1-3-6 は A 社日本向けの開発実績を示している。作業範囲
                                                  
78 Java Server Pages の略語であること。Java 言語を利用して Web サーバで動的に Web ページを生成し、
クライアントに送信する技術。http://e-words.jp/w/JSP.html2014/11/21 
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から見ると、すべて詳細設計から単体テストまでである。 
表 4-1-3-6 A 社日本向けの開発実績 
プロジェクト名 開発言語 データベース 規模 作業範囲 
業務支援システム VB、.Net2010  SQL SERVER2010 15 人月 詳細設計～テスト 
アフターサービス管理システム JAVA、jQuery、Flex Oracle11g 25 人月 詳細設計～テスト 
債権管理システム JAVA、JS、Extjs Oracle11g 80 人月 詳細設計～テスト 
出所：A社のヒアリング調査により筆者作成。 
 
図 4-1-3-14 は A 社のオフショア開発を担当する工程を示している。日本向けのオフショ
ア開発は要件定義と基本設計工程を日本の発注元の企業が行い、大連側の A 社は部門の管
理者である PM 或いは BSE を日本に派遣し、基本設計の途中からオンサイト開発を行う。し




ショア開発の実績の中で 90％以上を占め、この開発チームは SE レベルのエンジニアと PG
レベルのエンジニアで構成されている。 
 





A 社の組織体制は図 4-1-3-15 で示すように主に 4 つの部門で構成されている。この中で
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（SE）、プログラマー（PG）である。この五つの段階の中で PG レベルのエンジニアは 15 名
で全体の半分を占めている。この段階のエンジニアは主にコーティングの部分を担当して
いる。SE レベルのエンジニアは 10 名で、このうち半分のエンジニアは日本語ができ、BSE
になっている。A社は他の会社と違って BSE と言う職名を設けている。残りの 5名は普通の
システム・エンジニアである。PL と PM は合わせて 5 名である。固定している PL は 2 人で



















































 A 社の処遇はエンジニアの技術レベルによって異なる。新卒者の初任給は 2800～3000 元
である。中途採用は能力及び経験によって違う。給与の構成は基本給、職務給、諸手当、
勤続給である。給与の中で基本給は 70％を占め、職務給は約 20％で、残りの 10％は諸手当
と勤続給である。諸手当は通勤手当、食事手当、資格給などとなっている。毎月 500 元定
額である。資格給は資格によって一時金を支給する。例えば、日本語能力試験二級合格者
に 200－300 元を支給する。ボーナスは年一回支給する。 
 
（7）定着策 
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会社 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 日本で子会社の有無 ヒアリング対象
K社 2001年 中国 BPO業務、ソフトウエア製品の開発、販売 150人 詳細設計 なし 総経理
A社 2012年 中国 国内向けのソフトウエア開発、日本向けオフショア開発 35人 詳細設計 なし 総経理























































に SE レベルのエンジニアになってから日本語教育を提供する会社もある。事例の P社であ
る。 
 







- 142 - 
 









ンより売上規模が大きい、特に 2012 年では、格差が最も大きく、2.5 倍程度である。次に
地域別に売上規模を見てみる。長春の売上規模は 2012 年に最も大きく、261.3396 億元に達
し、2013 年に、128.1239 億元まで減少し、半分以下になった。そして、2014 年に、163.723
億元までに回復し、35 億元程度増加した。長春のソフトウエア産業の売上規模の変化は非
常に激しい。しかし、ハルビンのソフトウエア産業の売上規模の変化は比較的緩やかであ
る。2014 年が、最も大きく、121.3148 億元になり、2013 年は最も小さく、98.8684 億元で
ある79。 
 
図 4－2－1長春とハルビンのソフトウエア産業の売上高の推移（2012 年―2014 年） 
 
出所：http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3337137/content.html 2014 年（1－11 月）、 
http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3336212/content.html 2013 年（1－11 月）、
                                                  
79 両地域のデータは 2012 年に、1 月から 12 までのデータであり、2013 年、2014 年はすべて、1 月から









- 143 - 
 
http://www.miit.gov.cn/n1146312/n1146904/n1648374/c3335496/content.html 2012 年（1－12 月）2015
年 11 月 9 日 
 
第 2 節 ハルビンのソフトウエア企業の事例 
A、ハルビン東悟科技有限公司80 
(1)会社概要 
















        図 4-2-2-1 ハルビン東悟科技有限公司の事業部門の分類 
                                                  
80 以下はハルビン東悟科技有限公司については、会社のヒアリング、会社のパンフレット、会社の homepage
によるものである。ハルビン東悟科技有限公司の許可を得て、会社名を披露する。 
















































































表 4-2-2-1 東悟科技の日本向け受託開発の担当範囲と開発のパターン 
開発パターン 基本設計 詳細設計 コーディング テスト 
パターン 1 ★ ☆ ☆ ☆ 
パターン 2  ☆  ☆ ☆ 
パターン 3   ☆ ☆ 
パターン 4      ☆ 


























 現在、東悟科技には 60 人程度のエンジニアが在籍している。主に 4つの部門に分けられ






この 60 人のエンジニアは三つのレベルに分けられている。最も高いレベルである PM（プ
ロジェクト・マネージャー）は 6人で、東悟科技ではこの PM レベルのエンジニアは BSE を
兼任している。つまり、このレベルのエンジニアは日本語能力が求められている。次のレ
ベルの PL（プロジェクト・リーダー）のエンジニアは 10 人で、この PL は SE レベルのエン

















                                                  
83 企業と大学が共同で人材を育成するシステムである。 
















り、試用期間が 3 か月間であれば、契約の期間は少なくとも 3 年間である。東悟科技は法
律を守ってエンジニアの試用期間を決めている。 




























































S2（スタッフ 2）、S3（スタッフ 3）である。例えば、S1 から S2 への昇進には、主に次の二
点を重視する。一つは仕事の経験で、もう一つは仕事の業績である。S3 を超えて、S4 にな
























             図 4-2-2-5 東悟科技の評価制度 



















図 4-2-2-6 東悟科技の総合的評価制度 










後に PG レベルのエンジニアに昇進する事がある。 
各部門にこのような業績評価制度を設けている。表 4-2-2-2 はハルビン東悟科技 BPO 部
門の業績評価表である。 
 
表 4-2-2-2 ハルビン東悟科技 BPO 部門の業績評価表 
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する予定である、内部指摘数＜＝10 個の場合、品質の 1 ポイントがもらえる。内部指摘数
＜＝5 個の場合、品質の 1 ポイントを獲得し、励ましの 1 ポイントが上乗せされる。10 個























































E 社は 1992 年 8 月に黒龍江省のハルビン市に設立されたソフトウエア企業である。この





                                                  
84 以下 E社の事例については同社へのヒアリング、同社の会社案内、同社のウェブサイトによる。 
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段階から日本向けのソフトウエア開発を行っている企業である。2009 年に同じくハルビン











E 社は日本向けのオフショア開発を 15 年以上行っており、取引先の企業は合わせて 20 社
である。殆ど中小企業であり、大企業は数社しかない。対日プロジェクト開発は累計 140
件余りである。表 4-2-2-3 は E 社最近の日本向けオフショア開発の実績である。 
 
 表 4-2-2-3 E 社日本向けの開発実績 
プロジェクト名 規模 作業範囲 
1、ある市の観光システム 10 人月以内 コーディング～単体テスト 
2、Iphone、Ipad ゲームソフト 10 人月以内 コーディング～単体テスト 
3、生産管理システム 36 人月/1 年 詳細設計～保守 
4、水道料金管理システム 24 人月/1 年 詳細設計～保守 
5、財務管理システム 57 人月/5 か月 概要設計～保守 






発方法は主に、日本の新潟にある合弁会社から仕様書が E 社に送付され、E 社の PG レベル
のエンジニアがコーディングを行う。そして、進捗状況を日本の合弁会社の SE がチェック
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ェクトの 3 と 4 は詳細設計工程から保守までである。開発の方法は E 社が BSE のエンジニ
アをプロジェクト・リーダーにし、日本側の顧客と仕様書を確認しながら、コーディング
の作業を進める。BSE は不明な点があれば、Q/A 管理表以外に、オンラインの MSN、SKYPE、
などのアプリを利用し、確認する。そして、進捗の確認は日本側の SE が担当する。E 社は
週一回進捗度を報告し、特別の問題があれば随時報告する。 
最後に、概要設計から保守までの開発方法を説明する。E 社が PL 或いは BSE を日本に派
遣し、日本人の SE と一緒に日本で設計する。概要設計終了後に、設計のドキュメントを E
社に持ち帰り、オフショア開発の作業を実施する。PL 或いは BSE の帰国後は日本側の SE が
毎月一回、E社へ出張し、E社のエンジニアのシステムの理解度と進捗状況を把握する。そ
れ以外に、週一回進捗度を報告し、特別問題があれば、随時報告する。日常的な連絡は Q/A













約 2/3 を占めている。SE は 5 人で、PL は 5 人、PM は 1 人である。各レベルのエンジニアは
                                                  
85 あるシステム向けに開発されたソフトウエアを別のシステムで動作するよう修整・再構築すること。
http://e-words.jp/w/E7A7BBE6A48D.html 2010/07/06 
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各々必要な能力が異なる。PG レベルのエンジニアは大学卒業して開発経験が 3 年未満のエ
ンジニアである。現在、E 社が自社育成する SE レベルのエンジニアは少なくとも育成に 3
年間かかる。PG レベルの賃金水準は 3000 元～5000 元である。SE レベルのエンジニアに必
要な能力はまず、3年から 5年間の開発経験であり、日本語能力は日本語能力試験二級以上
の資格取得である。E 社は SE レベルのエンジニアに対し、日本語能力を強く求めている。
実際、E 社の SE レベルのエンジニアはすべて BSE のことを指しているため、すべて BSE の
役割を果たすことができる。これもコストを削減するためである。SE レベルの賃金水準は
5000 元～7000 元である。PL レベルのエンジニアは技術力と日本語能力が求められる以外に
チームのマネジメント能力も必要である。それ以外に、コミュニケーション能力が必要で
ある。E 社の日本向けオフショア開発事業部には 5 人の PL が在籍するが、比率から見れば
比較的高いといえる。PL レベルの賃金水準は 7000 元以上である。最後に、PM のエンジニ





ウエア開発を行ったことがあるために、このエンジニアたちは PL と PM を担当している。 
E 社の人材調達の方法は新卒採用と中途採用である。黒龍江大学と深い関係があるため、
会社のコア人材は殆ど黒龍江大学の卒業生である。E社は黒龍江大学のソフトウエア学院の
















と JAVA であるために、この言語のエンジニアを採用している。 
E 社の定着策は賃金水準を高く設定することであるが、それ以外に、コミュニケーション
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第 3 節 長春のソフトウエア企業の事例 
A、長春市 W科技有限公司86 
(1)会社の概要 
長春 W科技有限公司（以下 W社と略す）は 2004 年に長春理工大学をベースにして、設立
されたソフトウエア企業である。現在、長春理工大学に限らずに、吉林大学、北京大学な
どの有名大学と連携し、ソフトウエア製品の研究開発を行っている。同時にロシア科学院
会社名 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 日本での子会社或は関連会社
ヒアリン
グ対象
東悟科技 2013年3月 中国 日本向けオフショア開発、BPO業務、ITサービス・製品の中国市場進 60人
基本設計、詳
細設計、テスト 有 董事長
E社 1992年8月 中国 日本向けオフショア開発、中国国内のシステム開発 48人
基本設計、詳
細設計、テスト 有 総経理


























2500-3000 元であり、一年間の開発経験者は 3000 元―4000 元である。各ランクのエンジニ





                                                                                                                                                  
86 以下は長春市 W科技有限公司について、会社のヒアリングによる。 
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が 6人、修士が 16 人で、残りのエンジニアはすべて大卒である。人材調達の方法は中途採































ある。この教育は一週間 2回、毎回 90 分間で、通年で行う。各プロジェクト・チームにな
り、仕事に必要な知識を教える。ソフトウエア開発には波があり、忙しくない時は、高級































                                                  
87 PMP（Project Management Professional）資格はプロジェクト・マネジメント業務を 4500 時間・3年以
上経験などが求められる。http://e-words.jp/w/PMP.html2015/01/15 








ジニアの満足度は非常に高い。2014 年 7 月に W 社が行った従業員調査によると会社に対す
る満足度は 95％以上である。 
W 社のボーナス制度については、一年間に 13 カ月分の給料を支給する。そのうち一か月














B、長春 M 研究所88 
(1)会社概要 




150 名、そのうち、ソフトウエア・エンジニアは約 50 人、研究部門の研究員は 32 名で、残
                                                  
88 以下は長春 M 社について、会社のヒアリングによる。 


































































































































会社名 設立年 資本系列 事業内容 従業員数 担当工程 ヒアリング対象
W社 2004年 中国 公共機関のシステム・軍需システム 136人 システム全般
人的資源管理
部門の責任者
M社 1977年 中国 石炭のシステム 150人 システム全般 人的資源管理部門の責任者














































本語教育も行い、OJT と off-JT 教育は両方行っている。 
 

















表 4－3－1 東北地域におけるソフトウエア企業の事例九社の基本状況 































Ｇ社 2000年 中国 対日オフショア開発 124人 上流、下流 有 窓口、BSEの派遣、プロジェクトの受注 総経理 3回 数回





Ｙ社 2004年 中国 対日オフショア開発 36人 上流、下流 有 事業展開 董事長 3回 数回
Ｋ社 2001年 中国 BPO事業、ソフトウエア製品の開発、販売 150人 詳細設計以下 無 無 総経理 1回 数回
Ａ社 2012年 中国 国内向けのソフトウエア開発、日本向けのオフショア開発 35人 詳細設計以下 無 無 総経理 1回 数回




ジェクトの受注 董事長 1回 数回




ジェクトの受注 総経理 1回 数回
Ｗ社 2004年 中国 公共機関のシステム・軍需システム 136人 システム全般 無 無 人的資源管理責任者 1回 数回
































準は大連より低い。表 4－3－2は 2009 年～2012 年の大連市、ハルビン市、長春の労働者の
平均月給を示している。この表から見ると、大連市の平均給料が最も高く、ハルビン市が
最も低い。第二、オフショア開発の人月単価から見ると、高橋信弘[2013]によると大連の
人月単価は 27 万円で、長春の人月単価は 22 万円であり89、ハルビン市の人月単価は 20 万
                                                  
89 高橋信弘[2013] p4 





表 4－3－2 2009 年～2012 年、大連市、長春市、ハルビン市の労働者平均月給 
 
出所：日本貿易振興機構大連事務所 『大連市概況』2014 年 6 月、『長春市概況』、『ハルビン市概況』2015


















る。大連は東北地域の窓口であり、東北地域で一番大きな港である。2012 年 12 月 1 日に中
国東北地域（遼寧省、吉林省、黒龍江省）を縦断するハルビン市から大連までの高速鉄道
                                                  
90 事例の東悟科技と E社から聞き取り調査による。 
都市名 2009年 2010年 2011年 2012年
大連市 3231元 3718元 4144元 4568元
長春市 2537元 2977元 3456元 3890元
ハルビン市 2438元 2700元 3039元 3481元
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第 5 部 終章 結び ―要約と結論― 
第 1 章 要約 
 


























                                                  
91 情報システムやソフトウエアなどの開発業務の一部または全部を、比較的距離の近い遠隔地の事業所に
































                                                                                                                                                  
委託すること。http://e-words.jp 2015/05/05 































































連の同じ時期、1991 年に設立された Neusoft 社92の規模と比較すると格差が非常に大きい。
両地域の人材育成は非常に異なっている。長春は国内向けのソフトウエア開発であるため
                                                  
92 http://www.neusoft.com/cn/about/0021/ 2015 年 11 月 5 日 
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付録 1 

























    
            
実施責任者：国士舘大学大学院博士後期課程 高洪波 
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Q1.あなたについてお尋ねします。 
Q1-1 あなたの性別は何ですか。（  ）   1.男性   2.女性 
Q1-2 あなたの年齢は、何歳ですか。満（   ）歳  
Q1-3 あなたの最終学歴は何ですか。該当番号一つに記入してください。該当番号 （   ） 
 1.三年制大学 2.大学 3.大学院修士課程 4.大学院博士課程 5.その他（具体的に ） 
Q1-4 最終学歴の専門分野について、該当番号一つに記入してください。該当番号（   ） 
1.コンピュータ・サイエンス 2.ソフトウエア工学 3.オートメーション 4.ソフトウエア・オフシ
ョア開発専攻 5.電子工学 6.コンピュータ・ソフトウエア工学 7.日本語専攻 8.英語専攻 9.日、英
以外の文科系 10.その他の理科系（具体的に       ） 
Q1-5 あなたはソフトウエア・エンジニアとしての経験は何年目ですか。該当番号一つに記
入してください。（ただし 6ヶ月以上は切り上げ、6ヶ月未満は切り捨ててください。） 
該当番号（   ） 






1.初级程序员 2.中级程序员 3.高级程序员 4.系统规划与管理师 5.信息系统运行管理员 6.信息处理技术员 7.软
件评测师 8.软件设计师 9.软件过程能力评估师 10.系统架构设计师 11.嵌入式系统设计师 12.系统集成项目管理
工程师 13.系统分析师 14.信息系统监理师 15.数据库系统工程师 16.信息系统管理工程师 17.信息系统项目管理
师 18.信息技术支持工程师 19.项目管理专业人员资格认证（PMP）20.其他（具体的に         ） 
Q2-1 上述の資格のうち、どの資格を取得しましたか。 （   ） 
1．はい →【Q2-1-1】、【Q2-1-2】、【Q2-1-3】  2．どの資格も取得していない→ Q3 
【Q2-1-1】取得した資格の番号を記入してください。該当番号（   、  、  、  ） 
【Q2-1-2】取得のきっかけは企業の指示によるものですか。該当番号（   ） 
          1．はい 2．いいえ 
【Q2-1-3】取得した資格は現在の仕事にどの程度役に立っていますか。該当番号一つに記
入してください。 
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は何人ですか。 下から選んで番号を記入してください。該当番号（   ） 
1.9 人以下 2.10－29 人 3.30－49 人 4.50－99 人 5.100－299 人 6.300－499 人 
7.500－999 人 8.1000－2999 人 9.3000 人以上 
Q4-2 あなたを雇用している会社の資本系列は以下のどれですか。該当番号（   ） 
1.中国系企業 2.日本系企業 3.アメリカ系企業 4.ヨーロッパ系企業 5.その他（具体
的に       ） 
Q4-3 会社の主な（売り上げが最も多い）事業は何ですか。該当番号（   ） 
1.組込み系のソフトウエア開発事業 2.アプリケーション系のソフトウエア開発事業 
3.ソフトウエア開発以外の情報関連事業 4.インターネット関連 5.通信業 6.その他
（具体的に      ） 
 
Q5.あなたの現在の仕事についてお尋ねします。該当番号一つに記入してください。 
Q5-1 あなたの現在の会社での勤続年数は何年間ですか。（ただし 6 ヶ月以上は切り上げ、6
ヶ月未満は切り捨ててください。） 現在の会社での勤続年数 （   ）年間 
Q5-2 あなたの会社での職位は何ですか。該当番号（   ） 
1.役員クラス 2.部長クラス 3.マネージャークラス 4.係長クラス 5．SE クラス 6.一
般職クラス 
Q5-3 あなたの職名（Job Title）は次のどれに当たりますか。該当番号（   ） 
1.初級プログラマ 2.中級プログラマ 3.上級プログラマ 4.システム・エンジニア 5.ソフトウエア開発のグ
ループ・リーダー6.プロジェクト・マネージャー7.ソフトウエア技術営業（セールス・エンジニア）8.オペレ
ーター・システム管理運用者 9.部門長 10.経営者 11.その他（具体的に        ） 
Q5-4 あなたは、現在のプロジェクトで主にどのような業務をしていますか。下の欄から当
てはまるもの全てを記入してください。該当番号（   、   、   、   、   ）  
1．全般的な計画管理業務       2.ソフトウエア・プロダクトの企画 
3.プロジェクト・チームの管理    4.ソフトウエアの概要設計 
5.ソフトウエアの詳細設計      6.プログラミングと単体テスト 
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7.統合テストとシステム・テスト   8.ソフトウエアの保守 
9.その他（具体的に     ） 
Q5-5 上で選んだ現在の主な仕事の中で最も中心（投入時間が最も長い）となる仕事は何で






1.職場の雰囲気 1･････2････3･････4・････5  
2.人事評価（または制度）の公正さ 1･････2････3･････4・････5  
3.昇進・昇格の機会 1･････2････3･････4・････5  
4.上司や同僚とのコミュニケーション 1･････2････3･････4・････5  
5.プライベートとの両立 1･････2････3･････4・････5  
6.直属の上司 1･････2････3･････4・････5  
7.能力開発機会 1･････2････3･････4・････5  
8.仕事上の権限 1･････2････3･････4・････5  
9.働く時間帯の自由度 1･････2････3･････4・････5  
10.労働時間の長さ 1･････2････3･････4・････5  
11.給与・ボーナス 1･････2････3･････4・････5  
12.医療保険などの福利厚生 1･････2････3･････4・････5  
13.会社によるキャリア・アップの支援 1･････2････3･････4・････5  











1.社内での実務経験の中で、上司、先輩による個別指導 1･････2････3･････4・････5 6  
2.仕事の内容を易しい仕事から難しい仕事へと経験さ 1･････2････3･････4・････5 6  





1･････2････3･････4・････5 6  
4.他の情報サービス産業の企業への出向･派遣･出張等 1･････2････3･････4・････5 6  
5.エンドユーザーへの出向･派遣・出張など 1･････2････3･････4・････5 6  
6.社外の専門団体のセミナー、講習会等 1･････2････3･････4・････5 6  
7.社内の集合教育研修 1･････2････3･････4・････5 6  
8.社内専門技術研修 1･････2････3･････4・････5 6  
9.社内のマネジメント研修 1･････2････3･････4・････5 6  
10.社外マネジメント研修 1･････2････3･････4・････5 6  
11.外部の異業界交流会 1･････2････3･････4・････5 6  
12.国内大学、大学院への留学 1･････2････3･････4・････5 6  
13.海外の大学への留学 1･････2････3･････4・････5 6  
14.海外の各種研修 1･････2････3･････4・････5 6  
15.自学自習 1･････2････3･････4・････5 6  
16.社内での自主的な研究会への参加 1･････2････3･････4・････5 6  
17.資格取得のための勉強 1･････2････3･････4・････5 6  
18.社外での自主的な研究会・セミナーへの参加 1･････2････3･････4・････5 6  














4.目標達成志向力（粘り強く最後まで仕事に取組み、目標を 1･・･･2････3････4・･･･5  
- 202 - 
 
きちんと達成する） 
















1．年齢、勤務、学歴などの属人的要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2．本人の能力・技術力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3．本人の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4．担当する職務の難しさ・重要度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5．担当したプロジェクトの業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  






1．年齢、勤務、学歴などの属人的要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2．本人の能力・技術力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3．本人の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4．担当する職務の難しさ・重要度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5．担当したプロジェクトの業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6．所属部門の業績 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  





 1．いつまでも続けられる →Q11 
 2．いつまでも続けられない → （   ）歳まで続けられる → Q10-1 
 3．わからない 
Q10-1 どのような問題により、その年齢までしか活躍できないと考えますか。該当する番
号記入して下さい。（  、  、  、  、  ）  
1.体力的な問題 2．集中力等の精神的な問題 3.創造性等の発想力の問題 
4.新しいテーマ・プロジェクトに対するチャレンジ精神の問題 
5.急速な技術変化についていけない   6.プロジェクト管理業務による多忙 
7.ソフトウエア開発以外の仕事（会議、顧客の接待、予算書類の作成など） 
8．その他（具体的に     ） 
 
Q11．あなたが最も帰属意識・一体感を感じているものは何ですか。該当番号を一つだけ記
入してください。該当番号（  ） 




Q12-1 あなたは転職したことがありますか。（  ） 




該当番号（   ） 
1.賃金が良い 2.労働時間が短い 3.勤務地が近い 4.出張がない 5.派遣や客先常駐がない 6.
雇用が安定している 7.自分の能力の向上に結びつく仕事がある 8.管理者としての能力を発揮でき
る 9.人間関係が良い 10.仕事の自由度 11.遣り甲斐のある仕事ができる 12.前の会社のリストラ
や 倒 産  13. 会 社 が 認 め た 能 力 は つ い て い け な い  14. そ の 他 の 理 由 （ 具 体 的
に           ） 










いますか。該当番号一つに記入してください。 該当番号（   ） 
1.専門能力を活かしてソフトウエア・エンジニアとして働きたい 
2.プロジェクト・リーダーとして働きたい  
3.ブリッジ SE として働きたい 
4.プロジェクト・マネージャーとして働きたい  
5.ソフトウエア・エンジニア以外の職種（例：営業など）で働きたい    





                                         
                                         
                                         
                                         
                                         
調査結果についてご興味のある方はメールアドレスを書いてください。後日、メールで
送ります。 
  E-mail:                                   
これで質問は終わりです。本調査へのご協力、有難うございました。  











男性 182 76.2％ 92 42 48 90 
女性 57 23.8％ 31 18 8 26 
年齢 
24 歳未満 32 13.4％ 18 4 10 14 
25 歳～30 歳 137 57.3％ 56 51 30 81 
31 歳～35 歳 51 21.3％ 32 5 14 19 
36 歳～40 歳 14 5.6％ 12 0 2 2 
41 歳～45 歳 3 1.3％ 3 0 0 0 
46 歳以上 2 0.8％ 2 0 0 0 
学歴 
三年生大学 20 8.4％ 6 9 5 14 
大学 192 80.3％ 98 48 46 94 
大学院修士課程 25 10.5％ 18 3 4 7 




3 年以下 64 26.8％ 33 13 18 31 
3 年～5年 72 30.1％ 23 34 15 49 
6 年～8年 47 19.7％ 26 10 11 21 
9 年～11 年 37 15.5％ 27 3 7 10 
12 年～15 年 10 4.2％ 5 0 5 5 
16 年以上 9 3.8％ 9 0 0 0 
資格取得状況 
ある 73 30.5％ 43 8 22 30 




はい 10 13.9％ 6 1 3 4 
いいえ 62 86.1％ 37 6 19 25 
取得した資格は 全く役に立たない 9 12.5％ 4 1 4 5 





あまり役に立たない 14 19.4％ 9 1 4 5 
どちらとも言えない 8 11.1％ 5 1 2 3 
やや役に立つ 34 47.2％ 18 4 12 16 





全く役に立たない 19 7.9％ 7 10 2 12 
あまり役に立たない 33 13.8％ 19 8 6 14 
どちらとも言えない 15 6.3％ 6 7 2 9 
やや役に立つ 110 46％ 54 26 30 56 
かなり役に立つ 62 25.9％ 37 9 16 25 
現在、勤務して
いる会社の規模 
50 人以下 52 21.8％ 13 27 12 39 
51 人～99 人 40 16.7％ 10 18 12 30 
100 人～299 人 106 44.4％ 69 13 24 37 
300 人～499 人 15 6.3％ 8 2 5 7 
500 人～1000 人 12 5％ 9 0 3 3 
1000 人以上 14 5.9％ 14 0 0 0 
会社の資本 
系列 
中国系企業 128 53.6％ 61 27 40 67 
日本系企業 66 27.6％ 36 16 14 30 
アメリカ系企業 7 2.9％ 1 6 0 6 
ヨーロッパ系企業 11 4.6％ 0 11 0 11 






59 24.7％ 40 7 12 19 
アプリケーション系のソフ
トウエア開発事業 
113 47.3％ 62 16 35 51 
ソフトウエア開発以外の情
報関連事業 
27 11.3％ 8 16 3 19 
インターネット関連 27 11.3％ 9 13 5 18 
通信業 12 5％ 4 7 1 8 
その他 1 0.4％ 0 1 0 1 
現在の会社での 3年以下 153 64％ 69 52 32 84 
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勤続年数 3 年～5年 29 12.1％ 11 8 10 18 
5 年～7年 19 8％ 17 0 2 2 
7 年～10 年 28 11.7％ 18 0 10 10 
10 年以上 10 4.2％ 8 0 2 2 
会社での職位 
一般職クラス 102 42.7％ 51 20 31 51 
SE クラス 45 18.8％ 26 15 4 19 
係長クラス 45 18.8％ 21 9 15 24 
マネージャークラス 33 13.8％ 18 10 5 15 
部長クラス 14 5.9％ 7 6 1 7 
職名 
初級プログラマ 50 20.9％ 25 8 17 25 
中級プログラマ 30 12.6％ 11 13 6 19 
上級プログラマ.システム・
エンジニア 
28 11.7％ 12 10 6 16 
システム・エンジニア 59 24.7％ 33 10 16 26 
ソフトウエア開発のグルー
プ・リーダー 
21 8.8％ 7 8 6 14 
プロジェクト・マネージャー 27 11.3％ 14 8 5 13 
部門長 12 5％ 9 3 0 3 





全般的な計画管理業務  10 4.2％ 5 1 4 5 
ソフトウエア・プロダクトの
企画 
8 3.3％ 5 3 0 3 
プロジェクト・チームの管理 42 17.6％ 26 10 6 16 
ソフトウエアの概要設計 13 5.4％ 5 6 2 8 
ソフトウエアの詳細設計 32 13.4％ 16 11 5 16 
プログラミングと単体テス
ト 
100 41.8％ 46 19 35 54 
統合テストとシステム・テス
ト 
26 10.9％ 15 8 3 11 
ソフトウエアの保守 6 2.5％ 4 2 0 2 
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その他 2 0.8％ 1 0 1 1 
現在の仕事の職場環境について 
職場の雰囲気 
全く不満 1 0.4％ 0 0 1 1 
不満 24 10％ 17 5 2 7 
どちらともいえない 27 11.3％ 20 1 6 7 
やや満足している 125 52.3％ 52 39 34 73 




全く不満 2 0.8％ 0 1 1 2 
不満 21 0.9％ 17 4 0 4 
どちらともいえない 72 30.1％ 37 12 23 35 
やや満足している 106 44.4％ 51 38 17 55 
満足している 38 15.9％ 18 5 15 20 
昇進・昇格の機
会 
全く不満 3 1.3％ 0 2 1 3 
不満 41 17.2％ 24 15 2 17 
どちらともいえない 76 31.8％ 45 8 23 31 
やや満足している 92 38.5％ 45 29 18 47 




全く不満 2 0.8％ 0 1 1 2 
不満 8 3.3％ 6 2 0 2 
どちらともいえない 28 11.7％ 16 7 5 12 
やや満足している 134 56.1％ 64 39 31 70 
満足している 67 28％ 37 11 19 30 
プライベートと
の両立 
全く不満 3 1.3％ 2 0 1 1 
不満 35 14.6％ 23 11 1 12 
どちらともいえない 50 20.9％ 27 9 14 23 
やや満足している 101 42.3％ 48 32 21 53 
満足している 50 20.9％ 23 8 19 27 
直属の上司 
全く不満 2 0.8％ 1 0 1 1 
不満 8 3.3％ 6 2 0 2 
どちらともいえない 31 13％ 18 4 9 13 
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やや満足している 119 49.8％ 51 43 25 68 
満足している 79 33.1％ 47 11 21 32 
能力開発機会 
全く不満 2 0.8％ 3 2 1 1 
不満 8 3.3％ 22 12 2 2 
どちらともいえない 31 13％ 40 6 21 13 
やや満足している 119 49.8％ 35 31 17 68 
満足している 79 33.1％ 23 9 15 32 
仕事上の権限 
全く不満 6 2.5％ 3 2 1 3 
不満 25 10.5％ 14 7 4 11 
どちらともいえない 70 29.3％ 39 12 19 31 
やや満足している 91 38.1％ 44 29 18 47 
満足している 47 19.7％ 23 10 14 24 
働く時間帯の自
由度 
全く不満 9 3.8％ 3 2 1 3 
不満 53 22.2％ 39 10 4 14 
どちらともいえない 43 18％ 24 9 10 19 
やや満足している 99 41.4％ 41 33 25 58 
満足している 35 14.6％ 13 6 16 22 
労働時間の長さ 
全く不満 10 4.2％ 5 3 2 5 
不満 73 30.5％ 55 12 6 18 
どちらともいえない 33 13.8％ 18 7 8 15 
やや満足している 88 36.8％ 35 27 26 53 
満足している 35 14.6％ 10 11 14 25 
給与・ボーナス 
全く不満 13 5.4％ 6 5 2 7 
不満 45 19% 30 9 6 15 
どちらともいえない 60 25% 35 6 19 25 
やや満足している 87 36% 38 30 19 49 
満足している 34 14% 14 10 10 20 
医療保険などの
福利厚生 
全く不満 5 2% 2 2 1 3 
不満 22 9% 9 9 4 13 
どちらともいえない 57 24% 37 3 17 20 
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やや満足している 99 41% 42 33 24 57 




全く不満 14 6% 6 7 1 8 
不満 44 18% 22 17 5 22 
どちらともいえない 75 31% 46 7 22 29 
やや満足している 64 27% 30 18 16 34 
満足している 42 18% 19 11 12 23 
会社と仕事を総
合的に 
全く不満 5 2% 0 4 1 5 
不満 16 7% 11 4 1 5 
どちらともいえない 72 30% 47 7 18 25 
やや満足している 114 48% 52 38 24 62 






実施していない 5 2% 1 1 3 4 
全く役に立たない 3 1% 1 1 1 2 
あまり役に立たない 16 7% 11 1 4 5 
どちらとも言えない 15 6% 11 3 1 4 
やや役に立つ 106 44% 38 47 21 68 





実施していない 3 1% 1 0 2 2 
全く役に立たない 6 3% 3 2 1 3 
あまり役に立たない 19 8% 12 2 5 7 
どちらとも言えない 27 11% 18 3 6 9 
やや役に立つ 120 50% 49 49 22 71 






実施していない 68 29% 31 16 21 37 
全く役に立たない 11 5% 7 2 2 4 
あまり役に立たない 18 8% 11 4 3 7 
どちらとも言えない 48 20% 27 7 14 21 
やや役に立つ 64 27% 28 28 8 36 
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実施していない 74 31% 38 20 16 36 
全く役に立たない 13 2% 11 0 2 2 
あまり役に立たない 30 1% 16 11 3 14 
どちらとも言えない 36 7% 23 5 8 13 
やや役に立つ 65 6% 26 20 19 39 




実施していない 67 28% 34 16 17 33 
全く役に立たない 21 9% 13 5 3 8 
あまり役に立たない 30 13% 15 12 3 15 
どちらとも言えない 42 18% 24 7 11 18 
やや役に立つ 60 25% 29 17 14 31 




実施していない 86 36% 41 16 29 45 
全く役に立たない 18 8% 7 7 4 11 
あまり役に立たない 25 11% 10 13 2 15 
どちらとも言えない 33 14% 22 6 5 11 
やや役に立つ 51 21% 27 15 9 24 
かなり役に立つ 26 11% 16 3 7 10 
社内の集合教育
研修 
実施していない 25 11% 9 6 10 16 
全く役に立たない 13 5% 5 5 3 8 
あまり役に立たない 30 13% 13 12 5 17 
どちらとも言えない 39 16% 28 7 4 11 
やや役に立つ 93 39% 42 26 25 51 
かなり役に立つ 39 16% 26 4 9 13 
社内専門技術研
修 
実施していない 32 13% 16 6 10 16 
全く役に立たない 8 3% 2 3 3 6 
あまり役に立たない 24 10% 14 5 5 10 
どちらとも言えない 22 9% 12 3 7 10 
やや役に立つ 102 43% 47 38 17 55 
- 212 - 
 
かなり役に立つ 51 21% 32 5 14 19 
社内のマネジメ
ント研修 
実施していない 46 19% 27 2 17 19 
全く役に立たない 9 4% 2 5 2 7 
あまり役に立たない 20 8% 9 7 4 11 
どちらとも言えない 34 14% 26 3 5 8 
やや役に立つ 89 37% 32 39 18 57 
かなり役に立つ 41 17% 27 4 10 14 
社外マネジメン
ト研修 
実施していない 99 41% 51 15 33 48 
全く役に立たない 10 4% 5 4 1 5 
あまり役に立たない 19 8% 9 9 1 10 
どちらとも言えない 38 16% 29 5 4 9 
やや役に立つ 55 23% 19 23 13 36 
かなり役に立つ 18 8% 10 4 4 8 
外部の異業界交
流会 
実施していない 119 50% 65 20 34 54 
全く役に立たない 15 6% 4 8 3 11 
あまり役に立たない 11 5% 7 4 0 4 
どちらとも言えない 37 16% 23 6 8 14 
やや役に立つ 42 18% 17 17 8 25 
かなり役に立つ 15 6% 7 5 3 8 
国内大学、大学
院への留学 
実施していない 195 82% 94 59 42 101 
全く役に立たない 5 2% 4 0 1 1 
あまり役に立たない 3 1% 2 0 1 1 
どちらとも言えない 26 11% 17 0 9 9 
やや役に立つ 4 2% 2 1 1 2 
かなり役に立つ 6 3% 4 0 2 2 
海外の大学への
留学 
実施していない 196 82% 94 59 43 102 
全く役に立たない 3 1% 3 0 0 0 
あまり役に立たない 6 3% 3 0 3 3 
どちらとも言えない 21 9% 16 0 5 5 
やや役に立つ 6 3% 3 0 3 3 
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かなり役に立つ 7 3% 4 1 2 3 
海外の各種研修 
実施していない 161 67% 71 50 40 90 
全く役に立たない 4 2% 1 1 2 3 
あまり役に立たない 9 4% 4 1 4 5 
どちらとも言えない 24 10% 17 1 6 7 
やや役に立つ 23 10% 14 7 2 9 
かなり役に立つ 18 8% 16 0 2 2 
自学自習 
実施していない 11 5% 7 0 4 4 
全く役に立たない 4 2% 1 2 1 3 
あまり役に立たない 12 5% 10 1 1 2 
どちらとも言えない 20 1% 13 4 3 7 
やや役に立つ 112 11% 52 46 14 60 




実施していない 34 14% 21 2 11 13 
全く役に立たない 3 1% 1 0 2 2 
あまり役に立たない 17 7% 11 6 0 6 
どちらとも言えない 42 18% 29 2 11 13 
やや役に立つ 94 39% 32 42 20 62 
かなり役に立つ 49 21% 29 8 12 20 
資格取得のため
の勉強 
実施していない 73 31% 37 6 30 36 
全く役に立たない 9 4% 5 4 0 4 
あまり役に立たない 21 9% 13 6 2 8 
どちらとも言えない 30 13% 18 5 7 12 
やや役に立つ 77 32% 33 31 13 44 




実施していない 99 41% 59 9 31 40 
全く役に立たない 5 2% 4 1 0 1 
あまり役に立たない 21 9% 6 8 7 15 
どちらとも言えない 37 16% 25 6 6 12 
やや役に立つ 56 23% 18 30 8 38 
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かなり役に立つ 21 9% 11 6 4 10 
自主的な職業教
育機関での勉強 
実施していない 105 44% 60 10 35 45 
全く役に立たない 7 3% 4 2 1 3 
あまり役に立たない 11 5% 9 1 1 2 
どちらとも言えない 30 13% 23 3 4 7 
やや役に立つ 47 20% 10 28 9 37 




全く役に立たない 13 6% 8 2 3 8 
あまり役に立たない 23 10% 21 1 1 21 
どちらとも言えない 35 15% 25 2 8 25 
やや役に立つ 108 45% 37 50 21 37 
かなり役に立つ 59 25% 31 5 23 31 
問題解決
力 
全く役に立たない 8 3% 6 0 2 6 
あまり役に立たない 15 6% 11 2 2 11 
どちらとも言えない 36 15% 26 7 3 26 
やや役に立つ 111 47% 40 50 21 40 




全く役に立たない 15 6% 10 2 3 10 
あまり役に立たない 29 12% 20 6 3 20 
どちらとも言えない 58 24% 38 4 16 38 
やや役に立つ 97 41% 32 44 21 32 
かなり役に立つ 39 16% 22 4 13 22 
目標達成
志向力 
全く役に立たない 12 5% 7 3 2 7 
あまり役に立たない 25 11% 20 2 3 20 
どちらとも言えない 28 12% 18 7 3 18 
やや役に立つ 102 43% 44 40 18 44 
かなり役に立つ 71 30% 33 8 30 33 
柔軟性・協
調性 
全く役に立たない 10 4% 5 2 3 5 
あまり役に立たない 22 9% 18 2 2 18 
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どちらとも言えない 33 14% 22 6 5 22 
やや役に立つ 106 45% 39 43 24 39 




全く役に立たない 7 3% 4 2 1 4 
あまり役に立たない 22 9% 14 5 3 14 
どちらとも言えない 30 13% 19 7 4 19 
やや役に立つ 100 42% 47 37 16 47 
かなり役に立つ 79 33% 38 9 32 38 
リーダー
シップ 
全く役に立たない 19 8% 6 11 2 6 
あまり役に立たない 23 10% 17 5 1 17 
どちらとも言えない 62 26% 39 8 15 39 
やや役に立つ 90 38% 33 31 26 33 
かなり役に立つ 44 19% 27 5 12 27 
技術力 
全く役に立たない 6 3% 4 1 1 4 
あまり役に立たない 24 10% 18 3 3 18 
どちらとも言えない 35 15% 28 4 3 28 
やや役に立つ 109 46% 39 38 32 39 










全く重視していない 16 7% 9 6 1 9 
あまり重視していない 36 15% 11 24 1 11 
どちらともいえない 68 29% 36 10 22 36 
やや重視している 82 35% 47 15 20 47 
かなり重視している 36 15% 19 5 12 19 
本人の能
力・技術力 
全く重視していない 5 2% 3 1 1 3 
あまり重視していない 9 4% 3 6 0 3 
どちらともいえない 25 11% 15 3 7 15 
やや重視している 88 37% 44 37 7 44 
- 216 - 
 
かなり重視している 111 47% 57 13 41 57 
本人の業績 
全く重視していない 6 3% 2 3 1 2 
あまり重視していない 19 8% 17 2 0 17 
どちらともいえない 49 21% 26 7 16 26 
やや重視している 85 36% 36 38 11 36 




全く重視していない 11 5% 3 7 1 3 
あまり重視していない 25 11% 17 8 0 17 
どちらともいえない 47 20% 30 7 10 30 
やや重視している 80 34% 40 27 13 40 




全く重視していない 9 4% 1 7 1 1 
あまり重視していない 15 6% 5 10 0 5 
どちらともいえない 59 25% 33 8 18 33 
やや重視している 90 38% 53 27 10 53 
かなり重視している 65 27% 30 8 27 30 
所属部門の
業績 
全く重視していない 7 3% 4 2 1 4 
あまり重視していない 18 8% 9 8 1 9 
どちらともいえない 79 33% 49 9 21 49 
やや重視している 80 34% 31 32 17 31 





全く重視していない 35 15% 24 8 3 24 
あまり重視していない 30 13% 16 12 2 16 
どちらともいえない 41 17% 26 0 15 26 
やや重視している 82 34% 39 20 23 39 
かなり重視している 51 21% 18 20 13 18 
本人の能
力・技術力 
全く重視していない 1 0% 1 0 0 1 
あまり重視していない 7 3% 6 0 1 6 
どちらともいえない 13 5% 7 1 5 7 
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やや重視している 67 28% 34 25 8 34 
かなり重視している 151 63% 75 34 42 75 
本人の業績 
全く重視していない 2 1% 1 0 1 1 
あまり重視していない 2 1% 1 0 1 1 
どちらともいえない 23 10% 17 0 6 17 
やや重視している 84 35% 49 23 12 49 




全く重視していない 5 2% 4 0 1 4 
あまり重視していない 13 5% 10 2 1 10 
どちらともいえない 28 12% 20 3 5 20 
やや重視している 78 33% 41 29 8 41 




全く重視していない 5 2% 2 2 1 2 
あまり重視していない 6 3% 4 1 1 4 
どちらともいえない 36 15% 25 4 7 25 
やや重視している 99 41% 52 28 19 52 
かなり重視している 93 39% 40 25 28 40 
所属部門の
業績 
全く重視していない 11 5% 5 3 3 5 
あまり重視していない 23 10% 21 2 0 21 
どちらともいえない 40 17% 24 5 11 24 
やや重視している 87 36% 42 26 19 42 




いつまでも続けられる 55 23% 34 9 12 34 
いつまでも続けられない 159 67% 73 51 35 73 
分からない 25 11% 16 0 9 16 
帰属意識・
一体感 
会社 63 27% 44 8 11 44 
所属部門 31 13% 20 6 5 20 
直属上司 17 7% 4 12 1 4 
職場の先輩と同僚 33 14% 8 12 13 8 
あなたが所属するプロジェクト/ 64 27％ 31 11 22 31 





30 13％ 15 11 4 5 
転職したこ
とあるか 
ない 98 41% 43 26 29 43 





全く役に立たない 6 5% 3 1 2 3 
あまり役に立たない 10 8% 4 6 0 4 
どちらとも言えない 1 1% 1 0 0 1 
やや役に立つ 53 41% 24 19 10 24 





65 27％ 37 15 13 37 
プロジェクト・リーダーとして働
きたい 
49 21％ 29 8 12 29 
ブリッジ SE として働きたい 11 5% 3 8 0 3 
プロジェクト・マネージャーとし
て働きたい 
40 17％ 15 6 19 15 
ソフトウエア・エンジニア以外の
職種 
20 8％ 9 8 3 9 
会社の管理職として働きたい 44 19% 25 13 6 25 
その他 9 4% 4 2 3 4 
  
- 219 - 
 
付録 3 
















6、如果您收到的是邮件形式调查表，请填好后以添加附件的方式发送至  ○○@qq.com。 
7、为了促进东北地区软件产业的发展，希望您能够花费少许时间完成该调查。 
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Q1 基本信息。请填入适当的选项。 
Q1-1 您的性别。（  ）   1.男性   2.女性 
Q1-2 您的年龄 （   ）周岁。 
Q1-3 最终学历。 选项（   ） 
 1.三年制的大专 2.大学本科 3.硕士 4.博士 5.其他（具体是                  ） 
Q1-4 最终学历的专业。  选项（   ） 
  1.计算机科学      2.软件工学        3.自动化     4.软件外包开发    
  5.电子工学        6.计算机软件工学  7.日本语专业  8.英语专业  
  9.日语和英语以外的文科专业     10.其他的理科专业 （具体是                    ） 
Q1-5 您从事软件开发工作几年了。选项（   ）（满 6 个月的算为一年，未满 6 个月请舍去） 






1.初级程序员 2.中级程序员 3.高级程序员 4.系统规划与管理师 5.信息系统运行管理员 6.
信息处理技术员 7.软件评测师 8.软件设计师 9.软件过程能力评估师 10.系统架构设计师
11.嵌入式系统设计师 12.系统集成项目管理工程师 13.系统分析师 14.信息系统监理师 15.
数据库系统工程师 16.信息系统管理工程师 17.信息系统项目管理师 18.信息技术支持工程
师 19.项目管理专业人员资格认证（PMP）20.其他（具体是                          ） 
Q2-1 您有取得软件行业的相关资格吗？选项（   ） 
1．有 →【Q2-1-1】、【Q2-1-2】、【Q2-1-3】  2．没有 → Q3 
【Q2-1-1】请将取得资格的号码写在下面的横线上。如果有多个资格，请将所有的号码全部
填入。如果上面的方框中没有您取得的资格，请具体填写资格的名称。 
 选项（   、  、  、    、      、     ） 
【Q2-1-2】因为公司要求所以才取得的资格吗？选项（   ） 












Q4-1 您现在所在的公司有多少名员工。（总公司和分公司的总人数）选项（   ） 
1.9 人以下 2. 10-29 人 3. 30-49 人 4. 50-99 人 5.100-299 人 6.300-499 人 
 7.500-999 人 8.1000－2999 人 9.3000 人以上 
Q4-2 您公司的资本形式是下面的哪个选项。选项（   ） 
1.中资企业 2.日资的企业 3.美国企业 4.欧洲企业 5.其他（具体是              ） 
Q4-3 公司的主营业务（销售额最多的业务）是什么。选项（   ） 
1.嵌入式软件开发  2.应用型软件开发  3.软件开发以外的信息产业 
4.网络相关的产业 5.通讯产业 6.其他（具体是                              ） 
 
Q5.关于您现在的工作情况。填入适当的选项。 
Q5-1 您在现在的公司工作几年了？（满 6 个月的情况下按照一年来计算，不满 6 个月请舍掉
去）满   （   ）年 
Q5-2 选择您在公司的级别。选项（   ） 
1. 总经理（或同级） 2.部长（或同级） 3. 课长（相当 PM）   
  5. 组长（相当 PL）          6.SE          7.普通员工（相当 PG） 
Q5-3 选择您的职位名称。选项（   ） 
   1.初级程序员  2.中级程序员 3.高级程序员  4.软件工程师  5.软件开发部门的小组长 
   6.项目经理    7.软件销售工程师  8.操作系统的管理运用者 9.部长 10.经营者  
   11.其他（具体是        ） 
Q5-4 您在现在的项目中，都从事哪些工作。从下面的选项当中选出。 
选项（   、   、   、   、   ）  
  1．整体的计划和管理业务   2.软件产品的企划       3.项目团队的管理               
  4.软件的概要设计           5.软件的详细设计    6.编程和单体测试 
  7.综合测试和系统测试      8.系统的维护     9.其他（具体是                ） 
Q5-5 在上面所从事的工作当中，请选出您投入时间最长的一种。 选项（    ） 
 
Q6.关于您现在的工作环境，请选择适当的选项。 
项目 完全不满←←不满←←不清楚→→有一点满足→→很满足 选项 
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1.公司的氛围 1･････2････3･････4・････5  
2.人事评价或制度的公正性 1･････2････3･････4・････5  
3.晋升和升职的机会 1･････2････3･････4・････5  
4.和上司或同事的交流 1･････2････3･････4・････5  
5.公事和私事的平衡关系 1･････2････3･････4・････5  
6.直属的上司 1･････2････3･････4・････5  
7.个人能力发展的机会 1･････2････3･････4・････5  
8.工作上的权限 1･････2････3･････4・････5  
9.工作时间的自由度 1･････2････3･････4・････5  
10.工作时间的长短 1･････2････3･････4・････5  
11.工资和奖金 1･････2････3･････4・････5  
12.医疗保险等福利 1･････2････3･････4・････5  
13.公司对您职业生涯的支援 1･････2････3･････4・････5  











1･････2････3･････4・････5  6  
2.您工作的内容是从易到难 1･････2････3･････4・････5  6 
3.主要的担当工作之外还有相关工作的轮岗  1･････2････3･････4・････5  6 
4.去其他相关企业出差、派遣或调职 1･････2････3･････4・････5  6 
5.去终端客户出差、派遣和调职 1･････2････3･････4・････5  6 
6.公司外部的专业团体所举行的专业学习会  1･････2････3･････4・････5  6 
7.公司内部的集体培训 1･････2････3･････4・････5  6 
8.公司内部的专业技术培训 1･････2････3･････4・････5  6 
9.公司内部的管理培训 1･････2････3･････4・････5  6 
10.公司外部的管理培训 1･････2････3･････4・････5     6 
11.公司外部的其他行业的交流会 1･････2････3･････4・････5  6 
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12.国内大学的留学 1･････2････3･････4・････5  6 
13.国外大学的留学 1･････2････3･････4・････5  6 
14.国外的各种研修 1･････2････3･････4・････5  6 
15.自己自学 1･････2････3･････4・････5  6 
16.积极主动参加公司内部的研讨会 1･････2････3･････4・････5  6 
17.考取资格的学习 1･････2････3･････4・････5  6 
18.积极主动参加公司外部的学习研讨会  1･････2････3･････4・････5  6 














4.目标实现力（有韧性，将工作坚持到底，到最后达成目标） 1･・･･2････3････4・･･･5  




7.领导能力 1･・･･2････3････4・･･･5  




项目 很重视←←有一点重视←←不清楚→→几乎不重视→→完全不重视 选项 
1.年龄、工作、学历等个人的基本要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2.本人的能力和技术能力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3.本人的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
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4.担当职务的难易度和重要程度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5.担当项目的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6.所属部门的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
Q9-2 在决定年薪的时候，您希望公司应该重视下列的哪些选项。 
项目 很重视←←有一点重视←←不清楚→→几乎不重视→→完全不重视 选项 
1.年龄、工作、学历等个人的基本要素 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
2.本人的能力和技术能力 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
3.本人的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
4.担当职务的难易度和重要程度 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
5.担当项目的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
6.所属部门的业绩 1･・･･･2･････3･･・･･4・････5  
 
Q10.从您个人的角度来讲，如果除去个人的原因，无需考虑年龄的因素，可以一直持续的做
软件开发人员吗？ 选项（       ） 
 1．可以一直持续 →Q11 
 2．不可以一直持续 → 可以持续到（       ）岁 → Q10-1  
 3．不知道 
Q10-1 您认为不能持续的做软件开发人员的原因是什么？填入适合的选项。（可填多个选项）
如果选项中没有您认为合适的原因，请具体写下来。 （  、  、  、  、  ）  
1.体力问题  2．注意力不能集中 3.创造性的想象力不足 
4.对于一个新的课题和项目的挑战性不足    5.追不上高速的技术革新   
6.项目管理等业务过于繁忙  7.从事软件开发以外的工作过于繁忙（会议、接待客户、做预
算材料等）         8．其他（具体是                                       ） 
 
Q11．您认为归属感和一体感是属于下列的哪项？选项（       ） 
  1.公司   2.所属部门  3.直属上司  4．公司的前辈和同事 
 5．所属的开发团队 6．软件开发这份工作  
 
Q12.关于转职的问题。 
Q12-1 您有转职的经历吗？（  ） 
1.有 →   回（包括本次转职的经历）→【Q12-1-1】、Q12-1-2】  2.没有 → Q13     
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【Q12-1-1】最近的一次转职的原因是什么 选项（       ） 
 1.工资高  2.工作的时间短  3.离工作的地点近  4.没有出差  5.没有派遣和到客户方常
驻  6.较稳定   7.有可以提高自己能力的工作   8.可以发挥作为管理者的能力   9.人际
关系良好   10.工作的自由度较大   11.可以从事比较有挑战性的工作   12.前一家公司裁





Q13.您对将来的职业生涯是如何规划的。选项（   ） 
1.活用自己的专业能力，作为软件工程师努力工作 
2.作为项目的管理者努力工作 
3.作为 BSE 努力工作 
4.作为项目经理努力工作 
5.从事软件工程师以外的工作  例如:销售等   





                                         
                                         
                                         





      E-mail:                                   
至此问卷内容结束，感谢您的配合。 
